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第一序 口
　　統…的條約埋論構成の困難一…一條約締結に關する各國の慣行の複維性
　　　　一一最も重要、且複雑なる問題、印ち、條約の批准
　條約理論は國際法理論中最も難澁なる箇所の一つである。統
一的に組織されたる條約理論の樹立は國際法學者の齊しく要望
する金字塔ではあるが、條約とは何か、換言すれば如何なるも
のを以て條約と稻するかといふ第一頁に於て既に重大なる障碍
にぶつかつてしまうのである。最近Hal・vard　hw　Schoolの
セ唱の下に英米の國際法學者が総動員で國際法の組織的研究調
査を行つて居う、その一部として著名なる國際法學者JamesWl
G＆rnerを報告者とする條約法（魚w　of　Tre＆ties）が一九三五年
十月に公表されプ～が、そこでは條約の一型態たる交換公文の取
扱に窮して一先づ之を除外するといふ始末である（1）。筆者は先
づ條約の名稻に關するan乱γehyを征服する第一歩として交換公
文を從來の條約中に卒等に包含せしめた（2）。勿論其庭には口
頭による國家合意の取扱や、從來不鮮明にされてゐる一方的國
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際的法律行爲の再吟味等爾残されたる多くの重要問題が存在し
てはゐるが、多種多様の名樽で示された條約（乃至國際合意）型
膿に封して統一的説明を典へんとする我々の企圖を妨害する最
大の原因を探求することがよウ急務であつて、一先づ前記の間
題を將來に残して此の難間題に移らねばならなかつたのであ
る。その最大の原因とは條約締結に關する各國の慣行であつた。
現在の進歩せる國家形膿に於てはこれに關する各國の慣行は實
に複雑を極め、我々國際法學者を唖然たらしむるものがあるが、
斯の如き實謹的研究の結果（3）は、國際法上從來主張されて來た
理論が、時に實際に合致せざることあめ、叉時にその存在意義
を失うて居るものあウ、又其庭には全然新たなる意義の生じた
るものもあることが理解せらるるに至つブ～のである。筆者は共
等のものの内から最も著しきものの一つとして「條約の批准」
仁4）を取上て、之を種々の局面よウ観察し、以て上に述べた統一
的條約理論達成への企圖の一段階としたいのである。何故條約
の批准を取」二げたかといふ筆者の意圖はコ・一ヴィンが端的に
表現した次の言葉を引用することによつて充分代辮せられ得る
と思ぷ。即ち同敏授の見解によれば「通信手段（電信、無線電
信）の登達のため、全樺委員の各行爲毎に監覗をなすことが可能
である。それ故に批准は…切の意味を喪失し、唯立法纏力の側
からの監督が批准によつてのみ可能なる如き、議會主義國家に
於て必要なだけに止まる」とい、ムのである（5）。この見解がそれ
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のみで完全であるか否かは以下詳細なる槍討の結果を侯たなけ
ればならないが、兎に角斯る見解にも示された如く、今日批准の
意義の再槍討を必要とする時期に立到つたことだけは弦に断言
し得るのである。そこで以下本稿に於ては條約の批准なる制度
は如何なる澹革を有し、如何なる登展段階を纏て來た竜のであ
るかといぷ歴史的観察、條約の批准は統一的條約理論に於ては
如何なる地位を有するか、換言すれば、凡ての條約は批准され
ねばならぬか、若し凡ての條約が批准されないで有致に成立す
るならば、如何なる場合に批1佳は必要とされるかといふ條約締
結手績上の見地からの考察、そ甦から、從廉國内法上の間題と
されて居た條約締結樺の國内法的制約、即ち、民主主義國などで
特に立法府と行政府との相互的牽制關係から生ずる諸問題〔6）
そして最後に批准の本質は如何なるものかといぷ最も根本的な
研究を以下順次試みようとするのであるが、研究の必要上且便
宜上、條約に關するあらゆる問題に燭れることを除儀なくせら
れるであらうと思はれる。蓋し條約の批准は從來の條約理論中
中櫃の地位を占めてゐる間題である性質上、已むを得ない不可
避的結果であるからである。
　（1）Law・fTreaties，A。」．エL，V｛）lume29』Number4．Secもi・nTwo，
　　p・698・交換公丈の除外が不雷なることは筆者が屡≧主張するところであるが、
　　從來交換公丈を官報條約欄に掲載せず、外務省告示その他の方法にて公表する
　　に止めて居た我國でも、昭和十二年三月＋四日の永代借地椹解清に關する英、
　　米、佛その他の諸國との問に成立したる交換公文を初めて軍濁に條約欄に掲載
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　し、他の所謂「正式條約」と同一の取扱ひをなすに至ったQこれは當然のことで
　はあるが、交換公文なる條約型態の重要性を示す一誰左として注目すべき事柄
　であり、從て之を條約から除外するが如きことをしては、到底統一的條約理論
　の達成は望み得ないであらうo
（2）　拙稿「國際約定の一形式たる交換公文の研究」（「國際法外交難誌」第三十四
巻第三號）
（3）　拙稿「外國に於ける條約の締結、署名及び批准σ）手績」（「國際法外交雑誌」
　第三十四巻第六一一一八號）
（4）　條約の批准が附せられざる慣行は次の事實を見ても明かである。即ち國際
聯盟が條約の登録ク）受付を開始してよη最初五年間に登録されたる一〇〇〇の
條約中交換公文が一二三、その他批准條項なきもび）コ八○を算し、叉一二〇の
　多敷國間條約中批准なきもの四〇を示してるる。
（5）イェー・ベー・ハシユカーニス著、山之内一郎諜「ソヴェート國際法理論」
　（昭和十二年）P・361に引用。
（6）　最近ケルゼンの唱ふる條約理論はこの貼で頗る注目すべきものであるo拙
稿「國際法の國内的敷力に關する論争にっいて一所謂輔形學説に封するケル
ゼンの純梓法學的批判を中心として」（「早稻田法學」第十六巻）
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第二批准の意義
批准の字義　 一國際法に於ける批准の異意義
（一）批准の字義
　批准は國家の元首が文書によつて條約を確認することである
といふのが一般に認められたる通説である（恥。その吟味は兎
に角として、「批准」の外國語たるr瀬飾＆tion（英、佛語同一）の
動詞ratify，1’＆tiGerはラテン語の動詞r＆t迅綴re（1’atum丘、eel3e，
1・atlmlhabere，ratumducereと同一）よウ生じ、承認（apPro－
v抽1）若くは確認（conHrl餓ti・11）を意味する1、2）。我國では開國
常時に於ては、「君主許容の約定取換せ候事玉嘉永七年日米問の
所謂榊奈川條約第十二條）、「本書を取替すべし」（嘉永七年日英
條約第七條その他）（3〉、「君主保詮¢）代う、」、「允准」（4）、「許允」
15）等の言葉を用ゐて居う、批准なる語を用ゐプ～のは明治四年
（一・八七一年）辛未七月ニン十九日の「大日本・大清國修好條約」の
第十八條「御筆の批准相濟み互に取替せし後、iとあるのが最初
ではないかと思はれる（6）。然し一般に使用され始めたのは明
治十一年（一八七八年）七月二十五日の「日本・合衆國間現存條約
巾或箇條を改正して爾國の通商を増進する爲めの約書」（7）以後
レ）之とのようである。我國で現在用ゐられてゐる通用語「批准」
の字義は、「批」は「是非ヲ決断シテ示スノ義、L「准」は清朝の
制勅の終うに用ゐられたる「准，此」といぷ時の如く、「皇帝ガ
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アノレ機關二封シテ之ヲ命ズノソノ義」、即ち、國家玩首が決断を下
して、即ち嘉納して、之を國家機關に命ずるといふ意義を有する。
　（1）　岩波、法律學群典IV。P。2255「批准」（横田教授執筆）
　（2）　Rivier：　Princil）es　dしl　Droit　des　Gens，voL　ii，p。72．l　yVilcox：p：p．
　　31－2，
　（3）條約正文を二通作成して之を交換し、以て批准書に代へたものと，割封しる。
　　尾佐竹猛博士「國際法より翻たる幕末外交物語」一二六一 一二七頁・
　（4）　朝日新聞肚編、圖録日本外交大襯、pp。52，56．
　（5）　慶磨二年五月十三日の日米改税約書、第十二條．
　（6）　外務省條約局「奮條約彙纂第一巻第一部」（昭和五年五潟）P．100・尤も安
　　政七年（一八六〇年）日米和i親條約の本書取替の爲（批准書交換のため）新見豊繭
　　守、村垣淡路守、小栗豊後守か渡米、米國ワシントンにて大統領に謁見の際、「批
　　准を交換するよら余等に命ぜられたり」と述べてゐるが、こオしは報告書で條約
　　正文中に出て居る鐸ではないo
　（7）　「奮條約彙纂第一巻第一一一部」p。4（18．
（二）國際法に於ける批准の眞意義
一口に條約の批准と稽するも、批准なる語そのものの有する意
義が從來いはるる如く國家元首の與ふる最後的確認といふこと
であるならば、國際法に於ける批准の眞の意義と符合しない。
國際法に於ける條約の批准とは後にも述ぶる如く條約署名の際
に於て爲される批准の留保に始まつて批准書交換叉は批准書の
寄託、批准の道告等に終る一聯の蓮績せる法律行爲の総合であ
つて前掲の意義に於ける批准はこの批准制度の一段階乃至一一部
分に過ぎないのである。換言すれば、批准の事實行爲、即ち批
准書の作成とそれに封する署名と、爾後に行はれる他方當事國
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に勤する漣告とは、假令前者が麺常「批准」として知られ、後者
が批准書の「交換」叉は「寄託」として知られてゐると錐も、一滑豊
として看倣さるべきものである。蓋し國際法上に於ては、後者
の行爲即ち批准の通告があつてはじめて所謂「條約の批准」が
實現するのであつて、それは國際法上の批准の不可歓的要素だ
からである。國内法上、特に憲法上稻せらるる條約の批准は當
該國家に關する限うに於ける「國家意思の最後的確定」（從來の
説明用語を川メ、れば）の行爲であつて、未だ國際法上の致力を
生ぜぎるものである。それは國際法上の條約の批准行爲の内容
の一部を構成するに過ぎ殿のである。これは後に於て更に説明
する筈である。
　以上述べたる二つの意義に於ける批准とは別個の意義が両存
する。それは特に民主主義國に於ける観念であつてFitZm熈1’iee
が指摘する如く國際法上全く不正確なる用語なのである（1）。
即ち、それは「行政府以外のある機關（通常は立法府）が國内
的憲法上の見地よ飢常該條約を承認し、之に國内的致力を與
ふる國内的憲法上の行爲」を意味する場合である。例へば米國
では憲法、L大統領が批准を行メ、に拘らず、この大統領の批准権
限を制約する上院の同意を以て蓮常「批准」と稻してゐるので
あつて、「上院が批准せぎる限ウ如何なる條約も合衆國を拘束し
得ず」といふ時の批准である（鋤。これもやはめ後に識糊する
が、要するに國際法上の條約批准行爲の一一一部分たる國家元首の
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批准に加へられたる一つの制約に過ぎないのである。
　國際法上の條約の批准の意義は前述の如く、通常は「關係締
約國が當該條約に封するその最後的受諾を與へ、且この受諾を
他方締約國に通告するところの形式的行爲」である、とされる。
これに封する槍討及び、筆者が加へんとする修正は、一慮條約
批准の沿革、現行制度、各國の慣行等を實讃的に研究したる後
に之を述べるといふ順序を採りたいと思。鮎
　（1）　Fitzmaurice＝oP・cit・，P・ll5赴・
　（2）此の用語が誤りであることは、米國の學者自身が認めるところである。
　　M駄thews。（Americ我n：Foreign　Relatiolls，1928，p。398）cite（l　in　Ilarvar《i
　　Resear（⊃h：oP．eit，，：P，745．術亦一八七一年五月十日フランクフルトで署名さ
　　れた佛濁購和條約の第十八條は批准が一方はドイツ皇帝、他方はフランス共和
　　國の國會及び執政長官により行はるべきことが規定されて居り、…見すオしば7
　　ランスでは爾者によって批准さるべきやうに見えるが、これもやはリ、國會の
　　承認を要することを意味したものである。HaTvardResearch：op。cit。，p．74‘～
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第蕊　批准制度の沼革及びその獲達
　批准の起源は古い一一…ギフシヤ、ローマ時代 一紀元六世紀一十四世紀一
　　　　一紀元十七P七紀 十八世紀一ヲシントン大統領の意見一…
　　　　　　　　　初期國際法撃者の批准理論
　撹准の起源は古験　昔時に於ける元首聞條約に於ては元首の
署名のみを以て足飢時にその保謹として宣誓、人質等が行は
れプ～に過ぎず、批准煮るものの必要は認められなかつたが（、且）、
批准の思想そのものは決して新しい竜のでなく。紀元前に既に
の例をそ．見るのである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　ヘヲルド　憲代　例へば隔古代ギジシアに於ては使者及び杢・権が僧…約を
締結するも、元老院及ぴ衆議院の同意を必要とし（欝）．・一マ
に於ては．蘇約は大概「膨一マ人民の批礁に付せらるべき」旨の
規定を存してゐた。この人民拒否権の最大の登動として簿へら
れるのは紀元前二瞬二年のBar幡づ及びLutatiUs問に締結され
たる第一同カノンタゴ職孚の絡了に關する條約で、購和條件を規
定したものであつプ～。これは・一マに途付されプ～が・一マ人民
はその批准を拒否し．多くの委員を途つて事態を調査の上その
購和條件を更に加重して最後的に受諾しプ～といメ、のである停）。
又・一ズ（Rhodes）及びカルタゴでも人民の承認は條約の最終
締結のため必要であつたといぷことであるが、その頃でも重大
なる條約にっいては例外なく必要とされプ～けれども、すべての
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條約に必要ではなかつたようである（4）。降つて・一マ共和政
時代に於ては署名されたる條約は批准権及び拒否権を有する元
老院及び市民に同付せられ、通常comiti＆tribut乱に於て人民投
票によつて決定の後、市民によつて批准が典へられたといはれ
てゐる（5）。
　六糧紀一十四轡総批准に關する規定が存してゐプ～といぷの
で最も引用されるのは紀元五六一年ユスチニアン帝とペノレシヤ
王コス・ス（Chosroes）との問に締結された條約で、この條約の
最終條項には批准及び批准書交換に關する規定が明記せられて
ゐる（6）。然しこれから五、六世紀の問は批准の行はれた讃跡
が極めて少い批罷絡爆時代で、十三世紀及び十四世紀に至つて
再び批准制度が活濃に活用きれるようになつたのである（7）。
　（1）　殆ど十九世紀に至るまで、重要なる條約は國家元首によって商議、締結せ
　　られるを常とし、斯の如き元首間條約には批准が杢く不必要とせられ、批准た
　　くして完全に数力を有するものであると認められてゐた。一八一五年九月二十
　　六日の聯聖同盟（プ・シア國王、・シア國皇帝、オーストリア國皇帝間）はその
　　最も有名なるむのであるが、その他にも、一八五九年七月十一日のヴイラフラ
　　ンカ（Vill証ranca）のZF和假頃襲約がある。その後は主椹者が自ら商議、署名した
　　る條約の例は存しないが、世界大職後米國のウイルスン大統領が耶和會議に自
　　ら出席して平和條約を商議し、署名したるに拘らず、米國上院が大統領に批准
　　の承認を與へなかった有名な事件があった。然しこオしは米國大統領の條約締結
　　擢が著しく制限せられてゐる事實に鑑みれば、之を以て完杢なる條約締結椹を
　　有する國家元首の行爲と同一親することは不可能であらう。最近に於ける凋裁
　　主義國の慣行にっいては後述三〇頁参照。
　（2）Phillips・n；TheI・・ternati・nalLaw＆ndCust・m・fAncientGreece
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　掘1dRolne．v・Li，P．3831Wiicox＝P。28。
　（3）IbidりvoLi，p、383
　（4）Ibid．，voHヲP。384，385，
　（3）Ibid。，v・Li，PI）・護16－418・
　（乏り（牙e・・et：“Lac／at・臼etacitede煎i且c瀬乏バ，R・G・D・1・P・，v・L38・
　　　／）．符1
　（γ）　Wileox：P．二こ9，
　十七盤紀一一十八灘紀　十七世紀に入つて近代國際法學の鼻蔽
グ・チウス　（Grotius）が現はれるや．この批准も近代國際法
學の脚光を浴び．その制度は近代理論的墓礎の上に確定せらる
るに至つたのである。一方國家の慣行に於て竜、批准は非常に
重要硯せらる嵐に至つたが、此の時代に於て實際爲政家が批准
に言及しプ～例としては次のものが最竜風學者によつて畢げら
れてゐる。
　ワシントン大統領の意見（一七八九年、　　　一七八九年九
月十七冒．米國のワシントン大統領は批准間題に關して次の如
き意見を公表した。「杢・棲代表若くは杢擢委員によつて商議且署
名せられたる一切の條約を．彼等に権限を付典せる主権者叉は
政府によつて批准せらるるまで完杢且最終的なうと考へざる
は．彼等の誤謬及ぴ輕忽に封する防禦な参と各國家が一般に了
解し且慣行とするところである（1）。」この見解はその後英米及
びヨー・ッパの裁判所によつて強く支持せられた。一八一三年
の英國の高等海事裁判所（English　High　Cou｝t　of　Admiralty）
12 條約の批准
に於けるEiiza　Aml事件がその著しき例である（鋤。
　（1）　Mooreヲs　Digest，v｛）L　v，p．188．
　（2）Wilcox：P．30。
　初期國際濫學者の繊准理論　批准は後にも詳述する如く、そ
の術語の包有する意義、内容が時代によつて著しく相違して居
るから、現今の批准理論に入る前に一・慮初期國際法學者の理論
を愴討して置きプ～いと思ふ。蓋し現代の批准理論が初期のそれ
と全然無關係であるといぶのでは決してないが、その理論の基
礎となつてゐる特殊的、別個的事情をはつきり認識するために
そうするのが必要月、便宜であると思はれるからである。
　先づ第一・にグ・チウス（Grotius）は批准について私法の代理
關係の理論を準用した。郎ち、全樺がその纏限内に於て締結し
たる條約は當然締約國を拘東し、批准は特に明示せざれば不必
要なめとなした（童）。從てグ・チウスに依れば、第一杢橿代表
がその権限を瞼越しプ～る場合、及び、策二國王がその批准を與
へ又は典へぎるの樺利を明示的に保留したる揚合、を除き、條
約は署名のみにて確定的に締結せられ得るとなしプ～。このグロ
チウスの説は、プーフェンドノγフ（Pufendorf）をはじめ、ファツテ
ノレ（Vat七el）、ゾノレンチュリ〔Blulltschli）、マノレテンス（de　Martells）、
メリニャック（Merigllhae）、フィリモアー（Phillimore）等の初
期國際法學者によつて支持せられた。叉實際問題としても、・
シアはこの説を理由として一八〇六年七月二十日のフランスと
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の李和條約を批准しなかつたのであつた。正確にいへば、批准
の必要を認めずとて批准しなかつプ～のである。
　然し乍ら、十八世紀に入るや．條約批准権の保留は盆≧頻繁
に行はれ、殆ど條約締結の一要素と考へらる」に至つた。舷に
於てゼンケノンスフック（Bynke郡hoek、）は批准は明示的に保留さ
れぎる場合と錐も、條約の数力登生の要件であるとの理論を主
張し（黛）、この読は當時の民主主義的思潮によつて張く墓礎付け
られぬ。事實、批准を斯く條約締結の要件となすに至bたる根
本的原因は近代的民主主義的憲法に負ふところ大であつて、こ
の分野に於ける議會の關典によつて、批准は寧ろ國内法上の問
題なるやの戚を典ふるに至つたのである。このゼンケノレス7ッ
クの説は更に後の學者によつて敷術せられ、「批准の獣示條項」
（dauset＆citederati且eaもion）の理論を生じブ～。即ち、條約中に
於て批准を留保する旨の條項が歓如し、又他の一切の類似的正
式留保なき時と錐も、條約は署名によつて完成せらるべきもの
でなく、常に獣示的批准條項が存すると考へられねばなら粗と
いぷのである。之と同説の學者中、ホノレツェンドノレァ（Holtze】レ
d・・め、フィオーレ（Fi（・re）等は、杢権委任状中に於て明示的な
批准擢拠棄が存せぎる限銚主権者の批准樺を認めるのである。
　（亙）　Grot1us：　互）e　Jure　Belli　Ac　P我cis，voL　ii，p。337。
　　こ9⊃頃の全椹委任訣には通常は批准の留保が存しなかつたQ　（Satow：Thi雌
　ed。，P。407）
　（2）　Bynkershoek：Qu＆estiomlmJllrisPublici，p。177。ビンケノレスフツク
14 條　　　約　　　の　　批　　　准
と同様、批准を以て條約成立の本』質的要件なりと主張する學者は、Whe飢011，
Holtzelldorf，Fiore等をはじめ、條約中に批准が留保せらるxと否とを問はず、
批准を必要なりと論ずる　W籏rm，Chr6tien，He翫er－Ge翫ken，L窺wrellce，
1」iszt，Rivier，Oppellheim，Westlake，Nys，Fauchille等が存するo
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概説一一批准の留保一一批准（批准書の作威）一批准の完了一一一批准の
　期限一政府の批准一一口頭の批准一一條件附批准一部分的
　　　　　批准　　特殊的批准（國際螢働條約の批准）
　前述の如く古代ようの慣行に深く根ぎした批准制度は現在に
於ては略去次の如き形勢を示してゐる。即ち、第一には當該條約
に批准を必要とする旨の留保である。これは通常杢権委任歌中
に行はれる國家元首の批准留保に從つて條約中に具現せられる
のであるが、從來とても批准の留保がなくても條約成立のプ～め
當然必要であるといぷ議論が存するところである。第二は斯の
如く留保せられた批准條項に從つて．國家元首が行ふところの
（即ち國内法の定めたるところに從ひ元首の署名調印、關係大臣
の副署等）批准行爲である。通常批准書の作成によつて行はれ
る。第三には斯くの如く國内的に完了された批准行爲につき他
方當事國と各相互に懸告して國際法上の批准行爲を完成する行
爲、帥ち批准書の交換（一般には輩に批准の交換と稻せられる＼
批准書の寄託又は批准ありたる旨の通告などであつて、この最
終的段階を経てはじめて國際法上の批准行爲が完成するのであ
る。以下その箇々につき、最近の慣行及び關聯ある種々の問題
を竜併せて考究して見ることとする。
16 條約の批准
（一）批准の留保
　　全灌委任状中に於ける批准の留保一 條約の締結と全穗委任状（特に
　　　　我國の慣行）一條約中に爲さるろ批准の留保（批准條項）
　現今に於ける各國の條約締結に關する慣行を観るに、ある條
約を杢権代表の署名のみによウて直ちにその致力を登生せしめ
ることなく、爾後の批准を必要なめと考ふる場合は、通常は豫
め杢権代表に付與する全・権委任歌中に之を留保することになつ
てゐる。この慣行が確立されプ～るものと認められたのはゼンケ
ノレスフック以後のことで、それまでは通常の慣行としては発権
委任状中には批准が留保せられてゐなかつた（1）。
　（1）英國の古き全橿委任釈には完全に承認、批准、受諾し（grata，ra楓etaccept跳）
　全椹代表が同意し、締結せることに反せざる旨を約してゐる。（Satow：Third
　ed，，P．407及び同書に掲げた全椹委任歌参照〉、これは英國のみならず、フラン
　　ス、スペィン、オランダの杢権委任訣中に於てもそらであつた。
儲）全椹委任黙中鵠於け愚批准の留保
　全権委任5伏は通常國家元首によう親しく全権代表に付典せら
れるが、英國の如く。政府間約定、即ち、元首の關與なき條約
の場合は外務大臣が全権委任歌を交付すること鼎）る。各國は
昏自の形式を殆ど一定してゐるのであつて、今その例を一二墨
げて見よう　ほ）○
　（玉）　その他の諸國の書式についてはII細mrd　Rese継cl1：pp．749ff．
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日本（長岡春一博士「外交麺義」四二八頁鳳堅く）
　天耐ヲ保有シ萬世一一系ノ帝詐ヲ践メル大目本帝國天皇（御名）此書ヲ見
　ル有衆二宣示ス
　朕蝕二帝國ト某國トノ聞二某々ノ件二付有某國政府ノ全樺委員1・會同
　商議シテ右條約ヲ締結シ之二記名調印スルノ全樺ヲ朕力何官何位勲何
　等何爵何某二付與ス共議定スル各條目ノ如キハ朕親シク閲覧ヲ加へ其
　善良ナルヲ認メテ後批准スヘシ
　神武天皇帥位紀元何年昭和何年何月何日東京宮城二於テ親ラ名ヲ署シ
　璽ヲ鉛セシム
　　御名　　 國璽
　　　　　　　　　　　外務大臣何位勲何等何某副署
英國（McNairヲsN・te：〔）P・cit・，エ）P・1－218漁w＝・P・cit・，P・82）
　（イ）皇帝の全棲委任歌
　「（前文省略）
　前記ノ目的達成ノタメ締結セラルベキー切ノ條約若クハ協定ヲ…9
　　…（他方締約國）ノ側二於テ同様ノ樺限ヲ有スル全僅委員ト商議締
　結シ、斯クー切合意締結セラレタル……二關シ、予等ノタメ、且
　予ノ名二於テ署名シ・且若シ予ガ親シク臨席セ・㍉予自ラ爲シ得ル
　如キ適當ノ様式及ビ形式二於テ隔且同一ノ致力及ビ敷果ヲ以テ、ソ
　レニ關スル他ノー切ノ事項ヲ行ヒ且之ヲ庭理スルー切ノ権限ヲ付與
　ス。斯ノ如ク予ノ代表ガ・…・…二關シテ約定締結シタルー一切ノ事
　項ハ・必要ナル場合ハ予ノ批准ヲ條件トシテ庵予ガ全ク同意。承認
　且受諾スルモノナルコ1・ヲ、予ノ言葉二於テ約スルモノナリ（以下
　省略）」
　（・）政府間協定の場合外務大臣の交付する全樺委任駅
18 條約の批准
　　前記皇帝の委任歌との差異は、皇帝が「朕」と稻せられるところが「政
　　府」となつてゐることや、その他用語の簡略なこと位であつて、「若
　　シ必要ナル場合ハ英國政府ノ批准ヲ條件トシテ」といふ批准留保は
　　皇帝の代りに政府となつてゐる他はそのま玉淺されてゐる。これに
　　は英國政府の外務大臣の署名捺印が爲される。（原文本稿末尾）
米合衆國　（Cra・漁ll：・p，cit．，p。635）
　「有衆二宣示ス
　予ハ……（官名）（氏名）ノ完潔、深慮及ヒ能力二特別ノ信頼ト確信ヲ
　有スルヲ以テ、合衆國ノタメ且ソノ名二於テ、・…國政府ノ正當ノ委任
　ヲ受ケタル同等ノ権限ヲ有スル者ト會同、商議シ、且此等ノ者ト・…
　二關スル條約ヲ商議締結且署名スル完全且一切ノ権限ヲ付與セリ、右
　條約ハ之二關スル上院ノ勘告及ヒソノ同意ヲ得テナサルベキ批准ノタ
　メ米合衆國大統領二同付セラルベシ」
　以上代表的な二三列強の國家元首よう登せられる杢権委任状
にはいづれも批准に關する條項が存する。然し詳細に槍討する
ならば、其等の間には若干の相違が登見せられ得る。例へば、
英國の如く「若シ必要ナレ・剣といつて批准の絶封的留保を行つ
てゐない弾力性あるもの、日本の如くた覧　天皇が御批准せら
るべき旨を輩純に記載せるもの、米國の如く國内法上大統領に
課せられた條約締結権の制限の結果、立法府の一院たる上院の
勃告及び同意の必要なる旨を既に杢・権委任歌中に留保したるも
の等決してその批准條項の内容は一定でない。この相違は後蓮
の條約の批准と國内法上の制約に關する箇所で重要な役割を演
ずることになる（1）。又批准は全権委任状中に之を留保してゐ
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ないでも、條約の致力の登生には當然批准あることが必要なる
故、その場合も、獣示的留保が存するものと考へねばならのとい
ふ議論についても、批准は條約成立の絶封的要素なりや否やの
間題を槍討する際に之を研究する筈である（2）。こ㌧では豫備
的研究として、條約締結制度に於ける杢権委任歌の地位を一鷹
考へて置きプ～いと思ぷ。蓋しこの問題は從來全・く外交上の實際
問題として學理的には未だ充分確められてゐないからである。
　條約の締結と全擢委任朕一一特に我國の慣行
　條約の締結のため外國と商議を行ふに際しては、必ず國家の
代表者が之の衡に當らねばならない。この代表は通常條約締結
権を有する國家元首叉は行政府首班が之を決定し、その資格権
限を保讃しなければならない。そこで全権委任状なるものが必
要となつて來るのであウ、古き時代に於ては國家元首自らが親
しく商議を行ふにあらぎれば、必ず國家元首の全権委任状を有
する全梅代表が之に代はらなければならなかつた。換言すれば
全権委任欺（形式上の）が全樺代表の資格に關する絶封的要件で
あつて。この杢権委任状の存在せざるときは相手國は商議の開
始を拒否したのであつた（3）。然し乍ら、現在に於ける慣行は、
條約の締結に際して形式的杢椹委任状の登せられる場合と登せ
られぎる場合が存するのである。帥ち、實質上當該代表に権限
の存在することが確認せられればそれで足うる場合がある、否、
現在はその揚合の方が多くて、正式全樺委任散の登せられる揚
20 條約の批准
合の方が少い位である。從來の學者は所謂嚴格なる形式に於け
る條約の締結の際登せられる全権委任状のみを考慮してゐたか
ら、全権委任歌に批准の留保があるとかないとかいつてゐて現
在の慣行が斯の如き考察のみでは濟まされないことに氣付てゐ
ないのである。統一的條約理論からはどうしてもこの慣行を考
慮に入れなければならないのである。
　正式全権委任歌（full－powerl　pleil！pouvoir）、帥ち國家元首の
署名ある全権委任朕は、現在にては國家元首が關與する場合に
のみ交付せられ、その凡ての場合に批准が保留されてゐる。換
言すれば、批准に付すべき條約についてのみ全・権委任歌が登せ
られてゐるのである。英國の如き若し批准を必要とするなれば
といふ弾力性ある言僻を使用したものは例外的である。批准を
要せぎる條約（重要性乏しきもののみならず、緊急を要するも
の、その他重要性あるものをも含む）の締結に際しては、正式
全樺委任牙犬は交付されないのが一般の慣行であつて、この場合
は、政府の委任、訓令ある旨を記載した電信爲の提示、その他
種々確認の方法が外交慣行上存在してゐるのである（4）。斯の
如き批准を要せぎる條約の締結の揚合は、或は政府叉はその機
關（外務大臣）が國家元首よウ包括的の椛限を付典されてゐて、
その樺限に墓いて全権代表の権限が與へられるか、或は特定の
揚合、その都度個別的に國家元首から政府に権限を付典される
かのいづれかである。我國では外務大臣の上奏によつて行はれ
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てゐるのである。
　正式全権委任欺が登せられたる場合と．然らぎる場合は、我
國では、條約公布の際次の如き差異が存する。前者の場合は上
論に「膜椹密顧問ノ諮洵ヲ経テ昭和何年何月何日某地二於テ帝
國全穫委員某國全灌i婆員ト共二署名調印シタノ広…」と全纏委
員なる字が使用せらる㌦に反し．正式御委任状なき揚合は「帝
國特命全構大饒力・…國代蓑者ト共二署名シタル（交換公文の
場合は「・…　ト交杉奪シタノ1／・一・二關スノレ公交」となる）一・・」、若
くは勘當方代表が外務大臣なるときは「帝國外務大霞力・…國
特命全樺：大髄ト共二署名シタノレ・…」といふように杢権委員の
字が使罵せられないのである。
　問題は委任状と名付け得るものの存し得ない實質的樺限付輿
の場合に存するのであつて、斯の如き正式杢権委任朕を有せぎ
る商議者の権限が果して如何なる國内法上の制限を受けてゐる
かも統一的條約理論の見地より當然一般的問題として取扱はれ
ねばならない。これは條約締結樺に蜀する國内法、ヒの制約に關
するところで一括して説明する。
　（1）後蓮九七頁滲照
　（2）後述五六頁参照
　（3）　我國でも明治二十八年二月の日溝購和談判の開始に當り、清國全灌委任の
　　提示した全椹委任状が事實は訓令に過ぎざるため、該委員との交渉を拒絶した
　　ことがある・その顛末にっいては、前掲、長岡春一博士「外交通義」四三〇頁以
　　下参照。
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（盗）　Chamey：op・cit・，p・14・「杢椹は原則として元首より與へらるxも、例外
として外務大臣よりも與へられる・稀には、口頭叉は電信による椹限附興の場
合もある、、」
（翻）條約中に爲き愚箪批准の留保一批准條項
　全椛委任ヌ犬に批准を留保すべき旨が記載されかる場合は、當
該國杢権代表は條約正交中に批准を要すべき旨の明示的規定を
挿入しなければならない（1）。若し斯る場合至・権代表が署名の
みにて致力を登生すべく、批准を必要とせずといメ、如き約定を
爲すは明かに樺限瞼越となる。
　然らば杢・権委任歌に批准の留保がなされたるに拘らず批准條
項を條約正文中に挿入せぎりし場合は如何。
　斯ろ場合は當該國が假令至権委任状中に批准を留保しある竜
正文中に之を留保せぎりし事實を以て、批准が不必要となつた
と、換言すれば批准留保の撤同ならと看倣すべきであるか、或
は依然批准が必要であると看倣すべきか。筆者の見解は、これ
は杢権委任状中に批准の留保があつブ～以上、相手國は當該國全
権代表の権限が批准留保によつて制限せられて居ることを知る
が故に、（從て何故條約正文中に批准を留保せぎりしか相手國の
意思を確むることが當然望ましいが、若し進んで之を確めぎる
ときは）批准留保の撤同に關する別段の明示的若くは黙示的の
意思表示なき限う該條約は依然當該國の批准を必要とする。然
し假令明示的の意思表示なくとも批准せずして實施しブ～る如き
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場合は、批准留保を撤同したるものとの推定を受け、且亦斯る實
施は、條約中に正式批准條項あるとき批准前に實施する場合即
ち、從來「任意的實施」と稻せらるものと杢く性質を異にする完
全なる條約の實施と看倣さるべく、從て爾後全権代表の権限喩
越を理由として條約の無敷を主張し得ざるものであるといふに
ある。然し若し現在一部の學者の主張する如き條約正文の絶封
奪重といメ、見地よウすれば明示的若くは獣示的の批准留保撤同
の意、思表示を必要とせず、當該批准の撤同と看微すべきである。
　次に杢継委任状中に批准の留保がない揚合、杢椛代表は自己
の一存にて條約正文中に之を附することが出來るか亀これはあ
まり實際的なる問題ではないが、一鷹理論的に考へて見るなら
ば．杢樺の権限は灘常彼の有し得る最大限を表示するものであ
ら勘批准を留保することは事に依ると政策的には自國に不利と
なることはあつても、法的には一般に一つの椛利と認められて
ゐるから．當然権限内のことと考へらるべきで凌）つて、從て全
穂代表は任意に批准を留保し得るものと思惟する。此頃は、全権
代表が一存で量ウ粂ね．而も署名のときまでに訓令が未列着な
る如き場合は「政府の承認を條件として」といふ如き語句を用
ぶる慣行があるが、筆者は後にも蓮ぶる鶴く、斯の如き政府の
承認も廣義に於ける批准の一一部であると考へてゐる。
　（1）批准條項は必デし、も一條項を成さずともよい。例へば、「・…全椹委員タル
　下工署名スル者ハ・…二於テ倉議ヲ開キ協議ヲ途ゲ批准ヲ受クヘキモノトシテ
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左ノ條約ヲ決定シタリ」など前文に存するだけでも批准條項として充分であるc
（皿）批准『一批准書作成
　　批准書の様式一一批准ぱ書式を必要とするか一一批准は國家元首のみ
　　　　　　　が行ひ得るものか 一一現在の批准制度
　前項の如く條約締結に際して批准を必要とする旨を留保した
る國家は、批准制度の第二段階として、狭義の批准、帥ち、當
該條約を確認する（此庭でも一慮從來の定i義通套の言葉を使埋
して置く）國家意、思の決定を行はねばならない。この段階は從
來國際法と接燭なき杢くの國内法上の問題として取扱はれて來
ブ～。最近に至つて、ケノンぜンが純粋法學的見地力）ら、國際？去と
國内法との關係の一元的理論に墓礎を置いて提唱するところの
議論．即ち、條約の批准の段階に於て、更に詳言すれば、独義
に於ける國内法的批准の段階に於て、この批准の完成の前提と
なる必要手績、例へば米國上院の同意の如き（所謂國際法の國
内法への輻形の一型態）は決して輩なる國内的間題プ～るに止ま
らず、國際法上の條約締結手績の連績せる過程の一噺面である
といふ理論によつて、この領域には枳當の論雫が橡想されてゐ
るのである。この段階は要するに條約を實施に移す準備過程で
ある。相手國にi封して自國が當該條約を確認し實施に移すの用
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意ある事を通知し得るように自國の意、思を決定するのである。
究局の目的はこの旨を表示する批准書の作成に存する。俗にい
ふ批准は誰が、如何にして行ふかの間題であつて、之に關して
國際法は殆ど全く國内法の規定に依擦してゐる。從て國内法上
の、特に憲法上の問題が多藪存するが、其等をも一慮概観しな
ければならない。
（イ）批准書の様式
　現在各國では通常批准書を作成する。その主なるものを一二
掲げて見る。
日　本
　（條約正文）
　天鮪ヲ保有シ萬世一・系ノ帝柞ヲ践メル大日本帝國天皇（御名）此ノ書ヲ
　見ル有衆二宣示ス
　験昭和何年何月何日某地二於テ帝國全権委員ガ某國全権委員ト共二署
　名調印シタル某々二關スル條約ヲ閲覧黙検シ之ヲ嘉納批准ス
　紳武天皇帥位紀元二千五百九十何年昭和十何年何月何日東京宮城二於
　テ親ラ名ヲ署シ璽ヲ鉛セシム
　　御名　　　　國　璽
　　　　　　　　　　　　　　外務大臣　　何　某　副　署
フランス　（8＆tow：OP・cit・，P・410）
　「フランス共和國大統領……
　本書ヲ見ル有衆二宣示ス、
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一九・・年・…二於テ・…二關スル條約署名セラレタリ、右條約次ノ如
シo
（條約正文）
予ハ本條約ヲ閲覧シ黙槍シタルヲ以テ、上院及ヒ下院ニヨリ議決セラ
レタル法律ノ規定二從ヒ、鼓二右條約ヲ受諾批准且確認シタルコトヲ
宣示シ、本條約力違背ナク遵守セラルヘキコトヲ誓約スルモノナリ。
右誰擦トシテ、共和國國璽ヲ鉛ス、
一九・・年・・月・・日パリニ於テ
　　（國璽）
　　　　　　　　　　　フランス共和國大統領……・・（署名）
　　　　　　　　　　外務大臣…・…・…………（署名）
（目）批准は書式を必要とするか
　從來の慣行によれば、概ね各國は批准書を作成するが、然ら
ば果して批准書は絶封的に必要なるものであるか否か。國際法
上批准は必ず批准書を作成して之を爲すべきであるとの原則は
別段存せず、一に國内法の規定に依篠するのである。從て、條
約中に批准書を交換する旨の明示的規定の存せぎる限弧理論
上批准書が絶封的に必要であるとはいひ得ない。國際法の見地
よウすれば、當該國家の批准が確定すればよいのであつて、批
准書が必要か、又その書式が如何なるものたるべきやには關係
がない。以上の理由から推論すれば、口頭の批准も當該國の國
内法規定に一致してゐれば、それでも充分であると爲し得る。
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批准が輩に國内法上の批准手績が完了しブ～る旨の通告を以て足
う、それ以上別段批准書の交換又は寄託を必要とせざるときは
國内法規定の認むる限めに於て批准書の作成されないといふ場
合も考へ得る。然し實際一ヒは斯の如きは殆どその例がないよう
である。
（ハ）批准は國家の元首のみが行ひ得るものか
　批准は國家元首のみ之を行ひ得るや否やはこれも當該國家の
國内法規定によつて定まる。現在各國に於ける慣行は概ね國家
元首が之を行ひ得ることになつてゐるが、後述の條約締結権に
封する國内的制約に關する箇所でも説明する如く、國家元首必
ずしも完全なる批准権を有せず、又批惟を行ひ得るは國家元首
のみであるとも限らない。既に前項全権委任状の説明にもある
如く、英國の如き政府の批准なるものが存し、外務大臣が批准
書を作成し之に署名してゐるのである（1）。
　國際法上は條約中に特別の規定なき限ウ何人が批准を行ふか
を國内法規定に委ねてゐるのであつて、國内法上その樺限を有
する者によつて批准されればよいのである（2）。正式批准書が
作成されない場合は、直ちに外交使節を蓮じて、且外交使節に
よつて批准される場合のあウ得ること、叉實際にその例が存す
ることがBittllerによつて墨げられてゐる（3）。
　（1）　時に外務大臣叉は他の大臣が批准することのあり得ることはBasdevallt
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も之を認めてゐるし（op．cit．，p，583）、現に英國政府の批准書なるものの様式
は次の如く定められてゐる，）
　「一九…・年・…月…・日…・二於テ、英國政府代表ハ・…國政府代表ト共二
　　一二關スル條約二署名セリ、條約丈言次ノ如シ。
（1F文）
　英國政府ハ前記條約ヲ閲検シタノレヲ以テ、鼓二同條約ヲ確認且批准シ、同條
約二含マルルー切ノ規定ヲ運守實行スベキコトヲ約ス．
　右謹擦トシテ皇帝ノ外務大臣本批准書二署名、捺印ス、
　一九・…　年・…　月・…　日　・ンドンニテf乍成ス。
　　（外務大臣印）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（署名）
（2）H財v継d條約案第六條第二項には「條約ハ當該國ノ批准ヲ行フベキ國家
機關ヲ指定スルコトヲ得、斯ノ如キ指定ナキトキハ、批准ハ該國家ノ椹限アル
如何ナル機關ニョツテモ行ハレ得ベシ」とあるが、これが最も一般に認め桝し
てゐるところであらうo（Harvar（l　Research：p。744）
（3）　Harva、r〔1Rese鵠rch：p。749。
（二）現在の批准制度
　狭義の意味に於ける批准、換言すれば國内的意義に於ける批
准は各國の國内法の定むるところに從て行はれるのであるが、
現在に於ては大膿三箇のカテゴリーに之を分け得よう。
　1）國家元首の大権に属せしむる制度　　　　これには帝制
・シアその他十九世紀迄の專制王國に於ける如く、國家元首が
憲法規定に依らずに全く無制限に、專制的に行ひ得るものと、
現在多くの立憲君主國に於ける如く、憲法に定むるところに從
て批准を爲すものとの二つが存する。　英國、及びノーノレウエ
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イでは事實上、國會の政治的統制の下に置かれてゐるが形式上
は國家元首の大権に属してゐる。
　我國の慣行　　　我國に於ては憲法第十三條の　天皇の條約
締結の大権に基き、條約の批准も　天皇の大権に包含せられ
る。然し　天皇は必ずしも総ての條約に關典し給ふことなく、
天皇を輔弼し奉る國務大臣、即ち外務主管の外務大臣に封して
條約締結に關する廣汎なる権限を付典し給ふのである。外務大
臣は内閣官制第五條に從ひ断えず内閣に封して條約その他外交
の重要案件を付議することによつてその行動を制約せられ、更
に杢騰としての政府の権限は椹密院の介在によつて著しく牽制
せられるのである。これは議會に殆ど直接的關典権なき我國に
於ては頗る重要なる地位を占むるのであつて、正に外國の議會
に等しき役割を果してゐる。即ち、椹密院官制第六條に從ひ福
密院は、列國交渉の條約及約定に付諮淘を侯て會議を開き意見を
上奏する権限を有してゐる。然し政府と椹密説との關係は時々
その権力關係によつて影…響を受け、嘗ては全部が全部福密院に
諮洵せられなかつた時代もあつたようであるが、昨今は殆ど樋
密院が關典する如くである。現在の慣行では、批准の必要なる
條約については、全権代表の署名後、樋密院に諮洵せられ、批
准なくして敷力を登生する條約については署名前、即ち通常條
約案文に關する彼此爾國の意見一致したる時、しある場合は假調
印を行つてから）杢権代表よう署名方を政府に請訓し、政府は之
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を　天皇に上奏し奉り、鼓に於て　天皇之を椹密院に御下渡遊
ばされることになつてゐる。　日英同盟等若干例外の場合に、樋
密院に勤する事前の諮洵なく、批准を要せぎる條約を締結した
ことがあつブ～が、この揚合は　天皇の勅旨によつて事後御下渡
となつブ～のである。以上の如く、我國に於ては、批准を必要と
する條約締結の揚合は、　天皇が親しく御關典し給ふ場合を除
いては政府が一切の責任を以て萬全の準備（即ち條約の槍討、條
約實施に必要なる措置等）を行ひたる後、御批准方を奏請し、
聖断を仰ぐのであつて、現在他に殆ど類例なき制度である（たΨ
一國満洲國が我國の制度を模倣してゐるのみである）。政府の
権限に封する政治的制約といふ見地よりすれば、我國の制度は
英國の如くあるカテゴリーを除く他の一切の條約につき政府の
自由なる締結権を認めたる制度よウは、政府の行動は遙かに制
限せられてゐるといふべきであらう。最近外國に於ては次項に
述ぶ』る濁裁國の制度を以て我國の制度と同一カテゴリーに入れ
てゐる文獣を登見するが、此等二つの制度が同一覗さるべきも
のでないことは今更多言を要しないところである。
　豆）凋裁國に於ける制度
　イタリー及び元首法制定前のドィツ（1）に於ける如く一國の
行政、立法、司法各部に互つて最高の支配権を有する政治指導者
は、その批准については何等他の機關の牽制を受けることなく
該指導者を首斑とする政府が完杢なる批准権限を有してゐる。
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　（1）拙稿「濁裁國ドイツに於ける條約締結椹」（「早稻田大學法學部會誌」第六號
　昭和十二年）滲照。
　鞭正）立法府の承認を要する制度
　次に、假令國家元首に批准の権限が存してゐても、憲法上立
法府の承認を必要とする制度がある。これは次の二種に分たれ
得る。
　　紛　一切の條約につき承認を要する制度
　　その第一は一切の條約につき、必ず立法府の承認を要する
　といふ制度であつて、殆どすべてのラテン。アメリカ諸國で採
　られてゐる。然し、これも統一的條約理論の見地からすれば
　相當の訂正が必要である。即ち、この制度によれば立法府の
　承認なくしては、一切の條約を有数に締結し得ず、從て、條
　約には批准が殆ど不可映的の要素となるのである。けれども
　現在各國の慣行を見ると、所謂政府間協定とか、技術的協定
　とかいつて、tre就y及びeonventionなる文字を使用せぎる
　ものは批准を必要としない。換言すれば此等の國家に於ける
　批准権の制限をなす立法府の承認を必要としないことになつ
　てゐる。斯の如く條約をそれに冠する文字によつて匿別する
　ことが不當なるは當然であつて、統一的條約理論上斯の如く
　一切の條約につき立法府の承認を必要とする制度は殆ど現存
　せず、從來このカテゴリーに属するものは殆どすべて次に述
　べる第二のカテゴソーに移入せらるべきであると信ずる。
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　本稿序言にも燭れたる如く、汎米會議が探樺したTre＆ty　of
Tre駄tiesに於ても、H＆rv鯉dのIL駄wofT｝e撚tiesに於ても、批准
を條約成立の要素としてゐるが、現在の慣行に一致せざるも
のであることは明自である。
　b）若干の條約につき承認を要する制度
　第二の制度は若干の條約についてのみ立法府の承認を必要
とする制度であつて、フランス、ベノレギー、ポーランドその
他、ヨー・ッパの民主主義國の殆どすべてが探用してゐる竜
のである。各國の憲法に掲げてるところを見ると、斯の如き
條約とは、特に國民に重大なる問題を有する竜のであつて、
例へば、領土の割譲に關する條約、國家及び國民に財政的負澹
を課する條約、現行國内法令の改正を要する條約等である。
　（‘）人民投票に付する制度（スヰス憲法第八十五條、
（三）批准の完了
　批准書交換（批准書交換讃書の作成）一一批准書の寄託 …批准の通告
　　　　　　　　　一黙示的批准一一
　國内法、特に憲法の規定に遵つて行はれたる國家元首の批准
（時には國家元首に代はる國務大臣の批准）は假令それが公布そ
の他の方法によつて國内的に公表されても、それのみでは國際
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法上の、批准過程を完成し得ざるところの、國際法的には全く
不完全なるものでしかあウ得ない。條約の批唯を完成せしめる
ものは．實に他の當事國に封する批准の通告である。從來條約
の批准といぶ場合、前項（1二）の批准行爲、即ち主として批准
書作成によつて特徴づけられる憲法的要件を充たすための手績
のみをいひ、批准の完成行爲たるその通告を別個の如ぐ説明し
て來たが、國際法上は連績せる一聯の行爲として見るべきで、
之を分離することは不合理であるのみならず、そこに批准の本
質を究明するに重大なる障碍を與へて來プ～主なる理由を包藏し
てゐるのである。この批准の完成は、（イ）批准の交換、（・）批
准の寄託、そして、最近の慣行として（ノ・）批准の通告の三者が
存する。
　　　kイ）批准書交換一一批准書交換讃書の作成
　國際法上の條約の批准を完成する最終段階を成す第一の制度
は、最も古くよう、且最も普通に行はれる批准書の交換である。
俗に批准の交換とか、批准によつて効力を生ずるとか、批准な
くしては効力を生ぜずとかいはれるが、それは不正確な用語で
批准書交換といぷのがよ6正確である。批准書交換は現在では
殆ど二國問條約に限られてゐるが、古くは多歎國問條約でもそ
の各締約國間に交錯的に批准書が交換されたことは前にも述べ
た通うである。　現在の慣行では、通常締約當事國の一方の外
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務大臣と他方の外交代表（特に批准書交換のため外交使節を派
遣したり、そのための全権委任状を交付することは稀で、普通海
外常駐の外交使節をして行はしめる）が一定の場所で會見して
之を行ふことになつてゐる（1）。但し當事國が特別の形式を要
求する場合はそれに從ふ。外務大臣及び當該國外交使節が批准
書交換を行ひ得る権限は一般に認められてゐる。この批准書交
換のための會合の席上、爾國代表は批准書交換談書なる口頭書
（proるs－verb凱1）又は議事書（protoeol）を作成する。その様式は
附属文献中k掲げて於い疫が、通常、爾當事國の各國語にて作
成し、複爲にも署名を行ひ、各自その原本を保持することにな
つてゐる。
　この批准書交換は國際法上決して交書交換なる軍純なる行爲
を以て終るものでない。それは爾締約當事國が條約實施に必要
なる一切の國内的手績を完了し、該協定が當事國間に直ちに、若
くは一定の時期に實施せらるべきことに同意する旨を示すとこ
ろの批准の最終行爲を意味するのである。この観念は、後の批
准の本質論に於て重要なる地位を占めるのであつて、批准書は
此庭に於ては決して一方的行爲ではなく、爾締約國間の如上の
合意を内容とする隻方的行爲であることは、特に留意して置か
ねばならないのである。
　（1）批准書の交換は同日に行はれ訟こともあるQ一九〇七年のギリシア、ドイ
　　ツ間犯罪人引渡條約の如し。帥ち、同年七月十日及び二十三日に行はれた。
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批准書交換の敷力に關する若干の國内問題
　これは批准書交換について外國で起つぬ國内問題であるが、
一九二七年五月二十五日のイタリーの破殿院到決は「批准交換
は條約の敷力登生に關する客観的要素を構成しない。その交換
は國内法の規律せぎる國際的性質を有する行爲にして、裁判官
も、又一般入民も斯の如き行爲が如何に行はれしやを知ること
は不可能である。」（1）とて一九二二年四月六日のイタリー、ユ
ーゴースラヴィア間條約（一九二三年十二月十三日の勅令によ
り公布）がイタリー國内にては批准交換の行はれしや否やに拘
らず、完全且法律的の敷力あう、との決定を典ヘブ～。但し同破
殿院は他の同種の事件で反封の原則を探用したことがある（2）。
　（1）　Annllal　Digest，1927－28．pp．401－2。
　（2）Annu翫IDigest，1925－26．Caseno・256．
　　　　　　　　（ロ）批准書の寄託
　批准完成の第二の制度は近年多藪國間條約の登達に俘つて生
じて來たところの批准書の寄託といふ制度である。これは通常
締約國中の一國が選ばれて、（稀には第三國に依頼することがあ
る）池の締約國の寄託する批准書を受理し、該國は批准寄託調
書を作成の上その批准書を保管する一方、他の締約國に封し、
斯く斯くの締約國の批准書が寄託せられたる旨を一一通常批准
寄託調書の認讃謄本の迭附によ6一一通告することになつてゐ
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る。これも表面は批准書寄託なる一方的行爲の如く見えるが、
實は、全締約國の合意を必要とするのであつて、ある國の批准
書の寄託につき他國の反封ある揚合は條約の批准は完成し得な
いのである。從て批准書の寄託は他方當事國の明示的若くは獣
示的（主として黙示的）同意、即ち當該批准書が正當なるもの
なうとの他國の承認を必要とする墜方的行爲の性質を有するも
のと考へねばならない（1）。これは條約の加入の性質と類似し
てゐる。
　（1）後述四三頁「批准の期限」註滲照。
　批准書寄託制度の沿革（1）　　　多藪國間條約に於ける批准
書寄託の制度も、多藪國間條約出現の當初よう存し喪のではな
い。多藪國問條約に於ける批准書の取扱はその初めに於ては二
國問條約のそれと同じく杢部各國問にそれぞれ交換せられブ～も
のである。一八一五年のシイン會議の最終議定書もそうであつ
たし、一八六四年八月二十二日のジュネーヴ條約の批准書交換
謹書（一八六四年十二月二十二日付）には各締約國が批准書をそ
の相互間に交換したることが記載せられてゐる。寄託制度の起
源はドイッにある。即ち、一八一五年六月八日のドイツ聯邦憲
法制定條約第二十條中に規定があつて、批准書はウインのオー
ストリア皇帝のCh駄ncellerieに宛て途付せらるべく、國會開
會の際聯邦の文庫に移管せられるべきことが規定されて居り、
更に一八六三年四月四日のエノレベ河通行税に關するドイツ聯邦
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諸國問條約にも批准寄託の規定が存する。然し外國間に用ゐら
れ始めたのは一八三七年六月九日のフランス、英國、ノ・ンザ同盟
都市問の條約であるが、この條約ではフランス、英國間で批准
書を交換しなかつただけで、爾國とハンザ同盟都市間には別々
に交換せられたのであつブ～。近代的形態になつたのは十九世紀
後4トに厨する。最初間題となつたのは一八五二年五月八日のデ
ンマノレクの王位縫承に關する條約であつて、一八六四年六月二
十八日の・ンドン會議で、プ・シアの全構は前記條約はデンマ
ノレクとのみ締結したので他の諸國と締結したのではないから、
コペンノ’卿ゲン・ロンドン・セント●ペテノレスブノレグで批准交
換を行ふべきであると主張したが、この時英國は寄託制度を理
由として之に反封しブ～。その後一八八五年のベノレリン會議の一
般條約で種々縫形して利用され、一八八九年の文學美術に關す
る條約、一八九〇年のアフリカ奴隷責買禁遇に關するプラッセ
ノレ會議、一八九九年及び一九〇七年の第一同及び第二同萬國卒
和會議に至つて現在の寄託制度が確立したのである。
　國際機關に封する寄託
　世界大戦後の國際機關の登達に件ひ、國際機關が條約批准書
の寄託を庭理する制度が生じて來プ～。帥ち、國際聯盟事務局は
國際聯盟規約、常設國際司法裁判所規程署名議定書をはじめ、
聯盟主唱の下に締結せられた所謂聯盟條約の批准書又は加入書
の寄託を庭理し、叉汎米聯合（Pan－AmerieallUniol！）は汎米會議
38 條　　　約　　　の　　批　　　准
（P乱n－American　Conference）　で採揮される條約の批准書の寄
託を塵理してゐる。
　（1）Basdevan右：oP・cit，PP・585丘・
　　　　　　　　　（ハ）批准の通告
　從來條約の批准は通常は批准書の交換叉は寄託によつて完了
するとせられてゐたが、現在は批准通告の慣行を生じて來た。
これは一國の批准に關する國内的手績が完了したるとき、その
旨を相手に通告することによつて國際法上の批准が完成する仕
組であつて、批准書の交換又は寄託は、大概爾後に於て行はれ
るが、或は全く不必要な場合もある。尤も條約中に豫め批准書
の交換叉は寄託の必要なる旨が規定せられた場合にはそれに從
はねばならぬが、た里批准が行はるべしとしかない場合は、從
來なれば、その場合でも批准書の交換叉は寄託を必要としたの
であるが、現在では相手國が反封せぎる限り通告のみにて足る
慣行が生じてゐる。これは遠隔の諸國間で、批准も必要だか、
速急に實施もしたいといふ場合、批准書の交換によつて時間を
費すようははるかに便宜である。しかも通信技術の登達した現
今批准書の交換は寧ろ嚴粛なる儀式的な一形式であつて、實質
的には批准の通告で何等不都合は生じない。將來遠距離爲眞電
迭の技術でも登達すれば、批准書の電迭など容易に實現するか
も知れない。
　この批准の通告制度は外國では一般に二十世紀に入つてから
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の所産であるとなし、一九〇五年八月二十三日・九月五日の日露
購和條約第十四條などがその初期のものとして最も引用されて
ゐる（1）。一九一一年八月十九日の日佛通商條約の場合も、一
九一二年二月二十九日に駐佛帝國大使が日本の批准をフランス
政府に通告し、一九一二年四月二十二日パリで改めて批准書交
換を行つ尤。世界大戦後のヴガレサイユ、トリアノン、ヌイイの
諸李和條約及び東方賠償關係協定の最終條項にも、ヨー・ッパ
以外の諸國については批准の疸告を以て足ウるとなしプ～（2）。
然し我國では明治十八年四月十八日の天津條約に於て既に批准
通告の方法を探つてゐることは見逃し難き事實である（3）。
　（1）　日露購和條約（一九〇五年八月二十三日九月五日）第十四條「本條約ハ日本
　國皇帝陛下及全露西亜皇帝陛下轟於テ批准セラルヘシ該批准ハ成ルヘク速二且
　如何ナル場合二於テモ本條約調印ノ日ヨリ五十日以内二東京駐劉佛蘭西國公使
　及聖波得墜駐捌亜米利加合衆國大使ヲ経テ日本帝國政府及露西亜帝國政府二各
　之ヲ通告スヘシ而シテ其ノ終ノ通告ノ日ヨリ本條約ハ全部ヲ通シテ完奄ノ致力
　ヲ生凡ヘシ正式ノ批准交換ハ成ルヘク速二華盛頓甚於テ之ヲ行アヘシ」
　②）　ヴエルサイユ條約第四百四十條「政府力欧羅巴以外ノ地二在ル國ハ巴里二
　於ケ・レ自國ノ外交代表者二由リ佛蘭西共和國政府二封シ軍二其ノ批准濟ノ旨ヲ
　通報却レコトヲ得此場合二於テハ成ルヘク速二批准書ヲ迭付スルコトヲ要ス。」
　満〉　伊藤大使の復命書中に曰く「約書ハ清國全椹大臣ノ需二慮シ書押蓋印ノ日
　ヨリニケ月以内ヲ期シ雨國皇帝陛下ノ批准ヲ経唯タ交換ヲ要セスシテ繭國駐劃
　公使ヲ以テ相互釦照スルヲ約スJ云々。外務省奮條約彙纂第一巻六三五頁。
　　　　　　（二）獣示的批准
現在に於ては殆どすべての條約は若しそれが批准を必要とす
蔓0 條約の批准
る場合は、必ず批准條項を挿入してゐる。從て、その明示的な
る批准條項が若し批准書の交換を必要とする旨を規定してゐる
ときは、該條約は如何に國内に於て批准を了し、更には國内法
手績に遵つて實施に移されても、國際法的には批准書の交換な
き限り数力を生じ得ない。從來國際法學者中、明示的批准なし
に、換言すれば國際的に批准手績を完了せずに、條約規定の内容
を實施しプ～る場合を獣示的批准σmplie“ati且catiOl・）、若くは行
爲による批准（rati伽atiOh　l）y　eOl1（1uct）と爾して、之を有致と
認むるものがある隻1）。又緊急に實施の必要なる場合は便宜な
りとして、例外的に認むるものもある（2）。斯の如き黙示的批
准が有敷なウや否やの間題は、第一には當該條項の批准條項と
關聯する。從前に於て、條約はすべて批准を必要とするとの観
念が存してゐたときは、これは批准の黙示的留保と虹んで相當
重要なる問題であつたが、現在では、斯の如き観念が不當とさ
れてゐる故、之に封する解決はより實際的に行はれ得る。即ち、
當該條約の批准條項に、批准書の交換を必要とする規定がある
ときは、締約國問に更に別段の合意成立せざる限り、斯の如き
黙示的批准が有数に存在し得ないことはいふまでもない。例へ
ば、勢働、衛生、私法統一等の條約は、條約そのものの國際法的敷
力の登生前に各國内に於て實施し得る如き性質を有するが、斯
の如き條約が國内的に公布せられ且亦如何に實施せられても、
それは全く國際法上無關係なのである。叉批准條項に當該條約
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を批准に付すべしとしか規定してゐない場合でも、批准の通告
は批准行爲完成に絶封に必要であるから、この場合でも獣示的
批准は有穀でないっ爾者いづれの場合で竜、相手國が當該國の
獣示的批准を知う得たるときは外交手績によう該國に封して黙．
示的批准を以て正式批准と看倣して不可なきやを質すことが出
來よう。た里斯の如き黙示的批准による條約の一方的實施が何
等かの國際法上の致果を生ぜぎるやについては、FiもZm濾rice
は若し一方當事國が當該條約にようて許典すべき権盆を事實上
他方に許與する場合は、それはex　v・IUllt翫teに諺ロち、任意的に
爲すものであるから、任意に之を中止することが出來る。然し
若し當該條約の例へばAなる一方當事國によむ一方的實施のた
め他方當事國Bの地位に艇更を惹起し、又はBよ今権盆を享受
する如きことあれば、之に反す。その場合は、假令A國が自國
の批1仰勿論國内的批准手績）を完了したのみで、國際的批准を
完了しなくても．A國はB國に封し、該條約の敷力を否定する
ことを妨げられ、且否定することを禁ぜられるといひ得べく、
又事情によつては損害賠償請求権登生すべしと論ずる（3）。こ
のFitZm乏“痂eeの議論は英法の禁反言（Esもoppel）の原則を準
用してゐる如くであるが、條約實施の及ぼす敷果が一國に有利
なウや不利なうや、或は條約實施によつて得るものが権利なウ
や義務なウやによつて匠別することは異論なしとしない。寧ろ
権盆を許與する場合も含めて、黙示的批准を有敷となし、相手
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國が之を認知し得たる場合は、實施の事實を否定し得ないとな
すか、或は獣示的批准を一切無致となすかの方が、理論上、合
理的であると考へる。國際法上の批准行爲の要式性を絶封的と
なせば後説とな伝然らずとせば前説となるであらう。いづれ
にせよ、黙示的批准がありたる以上は、當該國が條約批准の不
能、批准實施の不能を理由として條約の無数を主張し得ぎる致
果のみは之を認めなければならないので凌）ら5。
　（1）OP1）enheim：Internati・nalLaw，v（）1．i，P．723．
　　　常設國際司法裁判所はその判決第七に於て獣示的批准び）存し得ることを、
　　　論擦は明かではないか、暗示してゐるようにも受取れるOWileOX：op．cit
　　　は關係國の明示的又は黙示的合意ありたる場合は獣示的批准は有敷であ
　　　の、そオしは望ましからぬ手績ではあるが、イ列外の場合侮用ゐら君てゐるこ
　　　とを認めなけオしばならぬと述べてゐる（P．38））
　（2）　81）iropOu至osフRivie「，I　Iall！塞o
　（3）　Fitzlnaurice：oP．cit。，P。LlloteL
（四）批准の期限
　國際法には、批准を要する條約が締結後何時までに批准がな
さるべきや、或は拒絶さるべきやにつき何等の原則も存しない。
條約の批准條項には批1佳書の交換叉は寄託の期限を定めプ～るも
のもあ飢叉ブバ批准せらるべきことのみに止まるものもある
が、條約中に批准につき特別の規定なきときは相當期間内にな
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さるべきで、相當期間を経過したる揚合は批准の獣示的拒否と
推定さるべきであるとの説が通説である（1）。然しこの相當期
問とはどれ程をいふかその限定は困．難であう、條約の種類によ
つて、その短きを至當とするときあ転叉相當長期問許さるべ
きであると思はれるときもある。各國の慣行を見ても、二二三年
後に至つて批准したる例も少くなく（後述「批准の渥延」の項滲
照）明確なる原則は樹立し得ないっ
　（1）（）1）pellheim：・P。cit．，§513．
　た恩二國間條約と多藪國間條約との間に顯著なる差異が存す
る。即ち、二國間條約の場合は所謂相當期問なるものが比較的
短く、獣示的拒否なるや、本來の遅延なるや判然せざることあ
るに反し、多歎國問條約の場合は、批准書の寄託期問の定めな
きときは、當該條約の存する限伝無制限に且當然、當該未批准
國に封し條約批准の可能性が存綾する課である。多くの多藪國
間條約は批准書寄託期問を定め、右期問経、過後は加入と看微す
旨の規定がある。右の寄託期間後の寄託も他の締約國が同意す
れば之を加入と看倣さず、寄託として認め得るであらう山。
　（玉、手形統一法條約につきこ屡しに關聯した間題が起つたが、日本のみは斯の如
　　　き寄託期問後の寄託は加入にして寄託の性質を有し得ざるものなりとなし
　　　た○　（League‘）f　NとLtiull8Pu1）lieatiollg：1935，V，3．pp。85ff．）
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（五）政府の批准
　條約の批准は通常國家元首によウて行はれることは前述の麺
ウである（1）。然し國家元首以外は批准する権能なしとい、凱よ
うな國際法上の原則もないし、現に國内法的に見ても、米國大
統領の如き重ノくなる制限を受けてゐる元首もあり、又元首より
廣汎なる標限の委任を受けてゐる政府もあるのであつて、條約
の批准は國家元首によつて行はれるといふ場合でも、それが最
も正確な定義とはいひ得ない。國際法の主膿．たるべき國家には
君主國もあれば民主國もあるのであつて、その全部を包含して
最も一般的であることが、國際法上の定義の必須要件である。
斯の如き見地よ今すれば、國際法の立揚からは、條約の批准は
條約レ）締結國たる當該國家の確認であるといふを以て足うるの
であるし、叉そういメ、のが最も正確なので凌）る。それは國家元
首の樺限に關する考察黙からのみならず、國家元首の關典せざ
る條約の場合をも包含し得るといメ、見地からも、正當であると
、思ふ。從來國家元首の關典せぎる條約を以て、國家元首の關與
する條約から匝別してゐプ～非統一的條約理論に於ては、批准は
國家元首の行ふべきものであるとの墓礎的前提より、批准制度
は國家元首の關典する條約のみに限られてゐると主張せられて
來た。然しこれは批准なる語に封して與へたところの絵りにも
猫断的な領域の縮少であつて、專制君主國時代の観念が無意識
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的且慣習的に残留してゐるものに他ならないのである。現在の
立憲君主國に於ては君主は之を輔弼する大臣をして外交事項を
庭理せしめ、政府は君主よう委任せられたる廣汎なる権限に某
いて國家を代表してゐるのである。從て、國際條約の締結もそ
の樺限内に於て行はれ得るのであつて、條約の締結といひ、條
約の批准といひ、國家元首の直接關典を絶封的必要なうとすれ
ば、それらの存する意義は牛減してしまぷのである。筆者は斯
の如き見解から國際法上に於ける條約の批准は國家の元首の直
接關與を絶封的に必要とするものでなく、換言すれば、國家元
首以外の國家代表者によつてなさるべき國家の條約確認の行爲
をも之に含めなければならないと主張せんとするものである。
　そこで「政府の批准」なるものに封して如何なる地位を典ふべ
きかといメ・間題が生じて來る。政府の批准とは假令國家元首の
問接の關典があるにせよ（例へば政府の報告等によう’）、國家元
首が形式的且直接的には關典せずして政府、特に外務大臣が行
ふところ吟當該條約に封する確認行爲である。若し條約の批准
を以て國家元首のみの行ぷべきものなウとすれば、斯の如き政
府の確認行爲は批准でない。從て政府の批准なるものは存在し
得ないことになる。前記批准書のところで引照した英國政府の
批准書の如きも（2）、この意味からすれば正に批准書ではない
といはぎるを得ない。筆者の見解よわすれば之の英國政府の批
准をも當然批准と同一覗するのであるが、この黙については今
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少しく説明を加へねばならないであらう。
　第一はこ＼に掲げたる「政府の批准」と屡≧條約中に使用せら
れる「政府の承認」との關係である。條約交中「政府の承認を條
件として」署名する旨の記載が駄見受られるが、斯の如き「政
府の承認」とは本項にいぷ「政府の批准」と同義であるか、叉
「政府の承認」を條件とするといメ、語句は、例へば他の締約國
が留保を附したる如き場合、即ちその即時承認を留保して、政
府の爾後の承認を條件として署名するといふような場合に埜）使
用せられるが、この場合も「政府の批准」と同義であるか。この
問題は批准の本質に鯛れる故、次節で詳細に述べるとし、此庭
では次の如く略言するに止める。即ち、批准は條約杢膿の致力
に關する…つの包括的停止條項であつて、條約の個別的規定に
封する部分的批准の如きは原則として存し得ない。從て前記の
場合、政府の承認が條約杢膿の致力に係はる場合は常然批准と
同一で菱）る（劉。從來之を批准と稻しないσ）は前述の如き從來
の批准観念に某くからである。然し之に反して、條約杢膿の妓
力に關係なきもの、即ち他國の留保叉は條件等に封する同意を
政府の承認に係はらしめ、從て、その附随的事項に封する政府
の承認の如何に拘らず、條約の致力が登生する如き場合の政府
の承認は、之に特別の地位を與へて政府の批准とは匿別するを
可なわと考へる。
　第二に、政府の批准の如き、國家元首の批准にあらぎるもの
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を以て批准と構するならば、米國議會の承認の如きものを何故
批准と栴して悪いか、といふ議論も起るかも知れの故、之の黙
について明かにして置きたい。それは既に蓮べた如く、國家の
外交を虞理するものは事實上國家の行政府であり、行政府は外
國に封して國家を代表するものでなければならない。從て國際
法の批准に於て必要なる國家意、思の表示は行政府を通じてのみ
行はれ得る。禽に不正確なる用語なうと稻したる所謂議會の批
准なるものは、國内的手績の一過程たるに止まう國際法上正確
なる意義に於ける批准プごるの資格なきに反して、政府の批准は
前記の如く國際法上の意義を有し得るものであるから、國際法
上正確なる意義に於ける批准なる用語を使用し得る適格性はそ
の爾者につき自ら異なるべきことは勿論である。
　（1）　前掲二七頁以下滲・照
　（2）　前掲二八頁参照
　（3）例へば一九二⊂年九月一日の「若千財政問題の解決に關するドでツ、オ　
　　スト’，ア間の協定及議定書」に「本協定ハ繭國政府ノ承認ヲ傳ヘクル丈書ノ交
　換ノ日コリ之ヲ實施λ」とあるが、こオしは奈く批准と同一である。
（六）口頭の批准
　條約レ）批准は口頭を以て之を爲し得るか。即ち口頭の批准は
有致か。從來の慣行によれば大膿一定の書式に依ることに一致
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してゐる。然しある學者は條約の批准は書式によらねばなら訟
との國際法の原則はないから、理論上口頭の批准が可能である
と説く學者もある（、1）。この場合口頭の批准と稚するは、正確
にいへば條約批准行爲のいづれに關していはれるのであるかを
一癒考慮する必要がある。換言すれば、國家意思の確定の段階
帥ち、批准書の作成の段階に於て、批准書作成の代らに口頭で
行ひ得るといふのであるか。それとも、その段階では書式でな
ければなら訟が、次の段階即ち、批准の漣告の際、口頭で爲し得
るといふものであるか。先づ前者の場合を考へて見るに、批准
書の作成の段階は一に國内法によつて支配されるところで、若
し當該國の國内法が口頭の批准のなし得ることを認めてゐる場
合、且條約で批准書を交換すべきことを規定してゐない場合は
勿論可能である。次に批准の通告の段階ではどうであるかとい
ふと、この場合は、條約に於て批准書の交換叉は寄託を必要と
せぎる限り、叉相手國が反封せざる場合は、實際．Lは兎に角、
理論上は可能であらう。特に外務大臣の外國使節に封する正式
言明の如き、それが該國家を拘束することを國際判例で認めら
れてゐる現在（2）、口頭の批准の決して有り得ずと噺定するこ
とは不可能であらう。た里實際上行はるkことが稀有で渉）ると
いぷだけである。
　（玉）　OPPellhehn：　111重’er且乱tiol1乱l　Law。vol．i・P・723・
　（2）　P．（）．1．」，Pul）licati（m8：　Series　A／BフN‘），53，1》・7L
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（七）條件附批准
　條約の批准は後にも蓮、芸る如く、その本質は條約に封して附
せられる一つの附款である。この批准に封して更に條件を附す
ことが出來るか。帥ち、條件附批准なるものは有敷に存し得る
であら5か。例へば、多数國間條約などによくあるが、B國が
その批准に際して、某國…　特定する場合あ瓠又特定せざる
場合あう一一が批准するまでは致力を生ぜざるべきことを條件
とするが如きものである。この間題は寧ろ條件を附すべき時期
如何、即ち條件は條約正文中、』叉は署名の時以外に批准の際竜
之を附し得るかといふ黙に議論の中心が存するようであるが、
批准が更に條件附でなされ得るかといふ見地からも一慮の考慮
を必要とする。
　條件附批准を規定した條約はあまりないが、例へば道路信號
統一に關する條約（一・九三一年う第十條には「締約國ノ・批1佳叉ノ・
加入書中二記載セノレー1若クハー以上ノ聯盟國叉ノ・非聯盟國ノ批
准叉ハ加入ヲ條件トシテ批准叉ノ・加入スノレコトヲ得」との規定
がある。條約中に斯の如き規定がなくとも、批准に條件を附し
得ずとの國際法．Lの原則は存しない故、條約に之を禁ずる明示
規定なき限う且條件の性質上他國の明示的乃至獣示的同意ある
限う許され得るものと解する。
　條伴附批准は殊更に條約グ）妓力登生を複雑ならしめ、且遷延
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する結果を生じやすいが、一方からは特に多数國問條約に於け
る批准促進の爲め大なる致果があるとせられる。例へば、締約
國が互に自國の批准を躊躇する理由がある時、斯の如き條件が
許されれば、自國の欲する都合よき條伴を附して批准を了し得
るからである。然し他方に於ては、斯の如き性質の條件は、軍
に他國が批准しプ～ることのみならず、當該國に封して致力を持
績することをも包含するを普通とする故、…且一國が膿棄し始
めれば直ちに敷力を失ふに至るものである。例へば一九二七年
の輸出入禁止制限撤屡條約の如き、一九三一年九月一日までに
批准國二十ケ國を算したるに、大多数は他國の批准叉は加入に
よる受諾を條件とし又は同様の留保を附して批1佳したため、實
際は僅か六ケ國問にしか致力を駿生せず、更に一國が魔棄する
や、陸績として之に倣ひ、一九三四年三刀十八日にはオランダ
と日本のみになつた事實も存する。
（八）部分的批准
　條約締約國は部分的批准を行ひ得るか、換言すれば條約レ）一
部に封してのみ批准をなし、他の部分につきて批准を爲さざる
ことを得るか。學者の一致したる意見は、斯の如き部分的批准
は締約國の明示的合意なき限り、許されないといふにある。實
例に徴するに、一八九〇年七月二Flのブラッセノソ會議の一般議
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定書に封するフランスの批准、ヴェノレサィユ條約中の聯盟規約
に封するエクアドノレの批准等がある。後者の場合はエクアドノレ
はヴェノレサィユ條約に批准せざるに拘らず、同條約の一部たる
聯盟規約のみを批准したのである。斯の如きはいづれも締約國
レ）合意が存する場合であつて、全く例外の事に属し、一般には
批准はその條約の杢膿に封してのみ行はる＼ことを要し、部分
的批准は許されないのである。
（九／特殊的批准
　　　の批准その他
國際勢働條約
（一）　國際勢働條約の批准
　國際勢働機關の探樺する國際勢働條約に關しては、批准なる
言葉が特異なる意義を以て用ゐられてゐることに留意しなけれ
ばならない。帥ち、ヴェノレサィユ條約第四百五條（11）に望、整き國
際傍働機關に於て探澤される勢働條約案は、各國の批准に附せ
らる＼ことになつてゐるが、この場合は、勢働総會で政府、使
用者、雇傭者の三方面の代表が草案を作成し之を採澤するレ）み
であつて、別段政府代表が署名するのではなく、杢く一個の條
約案に過ぎないのである。これに封する各國の滲加を批准と稻
するは、本來の批准と全く別個の意義に於て用ゐられてゐるの
52 條　　約　　の　　批　　准
であつて、原締約國がないから條約の加入と構するのも不適當
だからである。從て國によつてはその批准を他の條約の批准書
と匝別してゐるところもある。例へば、支那、ニカラグアの如
き外務大臣の署名したる通告の形式を探つて居鉱フランスで
も大統領の署名したる法律の寓を添付したる外務大臣の通告の
i形式を才采つてゐる。
　尤も多数國問條約の塗型として無署名、無批准の條約が存す
る。それは一九二八年九月二十六日の國際聯盟総會で探樺され
た國際紛孚卒和的庭理に關する一般議定書は當時ある國の代表
が訓令未到着のため署名し得ざウしため、ベノレギー代表の提案
によつてその第四十二條に加入條項を規定し、全然署名なしに
各國が爾後同條約に加入し得ることとした。從てこの揚合は署
名もなく、批准もなく、プバ加入だけあるのである。之に關し
てポリティスσ）（艦is）は將來の國際肚會の立法組織をトするも
のであるとなしたが（2）、同條約の加入は勢働條約の批准と全
く同一であつて、批准にあらず、加入にあらざる特殊の條約締
結制度である。
　（1）　ヴエルサイユ條約第四百五條「努働総會二於テ會議事項中ノ或項日二關シ
　提案ヲ可決シタルトキハ勢働総倉ハ該提案二付（イ）・…渤告叉ハ（・）締盟國二
　　依り批准セラルヘキ國際條約案ノ敦レノ形式二依ルヘキカヲ決定ス
　　勢働総會二於テ前項ノ勘告又ハ條約案ヲ可決確定スル爲ニハ軌レノ場合二於
　　テモ出席代表委員ノ爲シタル表決ノ三分ノニノ多数ヲ要ス
　　勘告又ハ條約案ハ勢働総會ノ議長及局長其ノー通二署名シテ之ヲ硲認シ國際
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聯盟事務総長工寄託スヘク事務総長ハ其ノ勘告又ハ條約案ノ認誰謄・言くヲ各締盟
國二逸付スヘシ
　締盟各國ハ勢働総倉閉會後一年以内こ立法其ノ他ノ借置ヲ執ルヵ爲右ノ拗告
叉．ハ條約案ヲ其ノ事項二付椹限アル機關ノ議二付凶ヘキコトヲ約ス・・・…
　條約案二付テハ締盟國二於テ其ノ事項二關シ椹限アル機關ノ同意ヲ得タル場
合二於テハ右條約ノ正式批准ヲ事務総長二通告シ、ロ、右條約ノ規定ノ實施二必要
ナル措置ヲ執ルヘシ・一…　」
（2）　Politis：　“La　port6e　des　rもgles　de　droit　collstitutiollnd　pour　la
conclusioll　et　la　ratifica，tion　des　trait6s　illtern乱tionaux”，A．1．1．D，P．シ
P。219。citedinWilcox：oP。cit．，P．27。
（二）他の條約によつて爲さる＼批准
　條約の批准は通常當該條約の批准條項に基いてなさるべきも
のであるが、時には他の條約の批准にリンクする場合がある。
即ち、他の條約の批准を以て當該條約の批准と看微すのであつ
て、これは從來も、附属議定書などに風見受けられる（1）。一
九一　年八月十九日の日佛通商航海條約附属書議定書第四條は
「本議定書ノ・本日調印セラレタノレ通商航海條約ト同時二之ヲ爾
締約國二提示シ、而シテ該條約批准セラノレノレトキハ本議定書ハ
別二正式ノ批准ヲ要セスシテ是認セラレタノレモノト看倣スヘシ
　　・・」と規定してある。然るに、一九一九年のヴガレサイユ條
約第二百九十五條はこの制度に重要なる實例を提供した。帥ち
同條はヴェノレサイユ條約の批准が一九一二年の阿片條約の批准
の未批准國に封してはその批准と均しきものと看倣される旨を
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規定してゐる（2）。
　（1）　日露購和條約追加約款（第二）「前記疸加約款ハ其ノ附厨スル購和條約ノ批
　　准ト共二批准セラレタルモノト看傲ツルヘシ」、日本、ソヴイエツト問の關係を
　　律する基本的法則に關する條約（一九コ五年一月二＋日）議定書（甲）第五條、等
　　その例枚墾の暇なしっ
　（2）　ヴェノレサィユ條約第二百九＋五號「締約國ニシテ千九百＋二年一月二十三
　　日海牙二於テ署名セラレタル阿片條約二未ダ署名セサルモノ叉ハ、署名シタル
　　モ未タ之ヲ批准セサルモノハ該條約ヲ實施スヘキコト……二同意ス
　　　叉締約國ハ本條約ノ批准ハ阿片條約ヲ批准セサル國二付テハ該條約ノ批准二
　　　・・一切ノ黙二於テ均シキモノト看倣スコトニ同意ス
　　　此ノ日的ノ爲佛蘭西共和國政府ハ本條約ノ批准書寄託二關スル調書ノ認詮謄
　　本ヲ和蘭國政府二邊致シ且和蘭國政府二封シ該認謹謄本ヲ阿片條約ノ批准書寄
　　託・…トシテ承認シ且寄託スルコトヲ依頼スヘシ」
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第五　批准の法的性質
　　批准は條約成立の絶勤的要件か 一批准の附款的性質一一批准と條約
　　　　　　　　の敷カー一未批准條約の性質
　條約の批准の観念及びその制度理論の概観によつて、本稿の
主題に入る前提的豫備的考察を一先づ終了させプ～。次には此等
の批准の沿革及びその制度理論に關する正確なる資料を土豪に
批准の本質を究明しなければならない。果してコ・一ヴィン致
授のい、玄如く、條約の批准は殆ど全くその機能を喪失してゐる
ことが事實で凌）らうか。若し現在にても批准の意義を認め得る
として、その有する意義は從來古くよりそれに附せられてゐプ～
意義と異なるところなきか。今爾論孚される條約の数力の登生
時期の如き批准に重ノくなる關係ある問題は、批准の法的性質の
究明によつて、何等か新しき理論を生ずる可能性はないものか。
それらの諸問題を中心として、種々の角度から批准の法的性質
を考察して見たいと思ぷのである。本稿のこれまでの部分に於
ては批准の實際及び理論の爾方面共に、その登達過程を客観的
に叙逃し、從て筆者の見解の異るところも、そのま＼從來の學
説を援用したので．未解決の筒所も多く之を保留して置いた。
蓋しそれらは批准の本質の明確性によつてのみ解決し得るもの
なるが故であつて、以下に述ぶるところは、或は既述のものと
重複せざるを得ない箇所もあるかと思ふ。
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（一）批准は條約成立の絶封的要件か
　批准は條約成立の絶封的要件であるか否か。之に關する初期
國際法學者の理論は本稿十二頁以下に記述して置いたが、最初
に提唱された説は批准は絶封的要件にあらずといふグ・チウス
及び之を支持する學者の説であ飢次いでビンケノレスフックが
之に反封して批准を以て條約の成立の絶封的要件であるとの説
を主張し、更に之を支持する學者によつて、途に「批准の獣示條
項」の理論を生ずるに至つたのであつた。この絶封要件説の理
論的基礎は次の逓りである。即ちグ・チウスその他の學者がそ
の批准理論を私法理論よウ導入して、條約締結のための杢構代
表は私法に於ける代理者の如く國家元首の代理者なめとする結
果、その椹限を鍮越せざる限ウ、又批准の留保なき限り、署名α）
みを以て敷力を生ずる故、批准は決して條約成立の絶封的要件
ではないとする、然し條約と私法上の契約を同一覗するは不可
である、條約は國家の重大事項である故、これに封して私法上の
代理理論を援用するは適當でない、といメ、のであつて、專ら代
理理論そのま＼の援用を排撃するところに根本の理由があつた
のである。
　其後はこの絶封要件説が有力となり、近年の學説は條約に特
に反封の規定なき限命、批准なくしては如何なる條約も敷力が
ないといメ、に殆ど一致してゐるようであつた。又斯の如く批准
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を以て條約成立の必須要伴なウとする主張は米大陸の諸國に特
に強く、一九二八年ノ・バナの汎米會議に於て締結された「條約
に關する條約」しCOIlv僅ti｛）ll　ol！Tre浦ゼs）の第五條は「條約は
締約國による批准の後に於てのみ義務蛉なうとす、該條件が塗
纏委任状中に規定せられぎる時若くは條約自膿に存せざる時と
難も然列と規定してあるほ）。
　常設國際司法裁判所の判例は米大陸諸國のそれほど張くはな
いが、オーデノン河國際委員會の管轄事件に關する判決中に於て
條約は若干例外の場合を除き、批准によつてのみ数力を生ずる
との原則は國際法の一般原則であると述べてゐる（鋤，、
　然し前記の如き條約批准の絶封要件説も、決してゼンケルス
フックの説の如く。獣示的條項の概念まで作つて批准な絶到泌
要なうとするものとは同一でなく二二三の段階七経て來てゐる，
即ち第一一には條約には原則として批准を要する、條約に批准の
規定なきは當事國の批准権の拠棄によるのであるといふ説で諦、
る。、これも．批准を要せぎる條約が頻繁に締結されるに至ると
その一々の揚合が批准権の撮棄であると例外扱ひにするζとか
適當でなくなつた。繁二には條約の名稲喰理由を求め、搬＆富
叉は倒lveRti纏の名を附す條約には批准が必要で。他の名稻隠
附すものには必要でないといメ、読であつて、これは各國内法特
に憲法の規定に關聯して時に有力な説となつたこともある。無
しこの説も決して國際慣行に一致することなく、國際法上適営
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なる理由とはならない。當該約定の有する名稻によつて批准の
必要不必要の間題を決定するといふはあまうにも漢然たる竜の
にして事實不可能である。
　現在ではOppenheimを代表とする「批准は通．常必要なるも、
絶封的に必要なるにあらず」との説が通説の如くである。然し
現在でもOppellheimその他の學者のいふ如く條約が麺常批准
を必要となすことは一般に認められる國際法の慣習的原則であ
るといひ得るのであらうか。筆者は斯の如き原則が既に過去の
ものにして、統一的條約理論の下に於ては、批准は寧ろ當事國
が任意に附し得る一つの附款なりと解するのである。Fitzma篭1一
醗eは「批准の必要は絶封的のものでない。結局は一般原則で
なく、當事國の意思に依援すべきものである。批准の意思明か
ならぎるときは、意思なきものと推定される。從て、批准の意
思が條約の文言、準備的文書、叉は四園の封犬況よウ推定さる＼
』きは必要である。全権代表は、その全権委任歌中に批准の明
臼なる留保なき限り、國際法上の批准を必要とせぎる條約の商
，義を㌘テふ権限ありと認められねばならの」と述べてゐる（3）。
　現在各國の締結する條約は批准なき條約が大多藪を占め、批
准あるものは寧ろ少歎に属する。第一同日英同盟（一九〇二年、
以來重要なる條約にして批准を要せざるもの枚墨の暇なく、決
して一部學者の主張する如く、批准を要せぎる條約が重要なら
ぎるものか、緊急を要するものか、いづれかであるとはいひ
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得ない。現在に於てはコ・一ヴィン致授の主張するを倹つまで
竜なく、通。信技術の登蓬は昔日の外交技術を一縫せしめてゐ
る。無線電信によつて杢権代表に詳細なる訓令を典へてその行
動を指揮し、條約の草案確定に至るまでに本國政府は電迭され
プ～正文につき充分の槍討を行ひ得る。批准の必要及びその致用
は、昔日の議論を以てしては全く之を適當且正確に表現し得な
い。この黙については結論の批准の有する現代的意義のところ
で述べるが、統一的條約理論の下に於て批准が條約の絶封要件
にあらずとすれば、その必要を明示したるときにのみ必要なウ
とすべきであつて、これは現在に於ける我々の経験に徴しても
正當である。その最も適當なる例詮としては、一九三〇年十月
リスボン會議でも探樺されたr海上信號に關する條約」の第五
條は「政府は本約定を、批准に付せざるときは署名のみによ
ゆ、或は批1佳、加入によう受諾することを得べし」と規定し、
既に批准が各國の附し得べき任意條件なることを示唆し、更に
一九三一年八月二十一日の「ノ・ンガリー國の財政的義務に關す
る一九二〇年四月二十八日のパリ諸協定に基く甲種及乙種基金
の設置の爲の國際條約」（英、佛、伊、ノレーマニア、スヰス間）第
八條は「一一本條約は瑞西國政府に依う批准の留保の下に締結
せられたり、本協定は瑞西國に依り批准せられたるとき直に實
施せらるべし」と規定してゐる。これは二國間條約にても存し
得ることで、過去の學者は此等を以て批准権の拗棄と解したの
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であるが、現在では杢く、逆となつてゐるのである。前記の如
く一國のみが批准を保留するときは批准は當該國にとうて杢く
留保たるの性質をも有するに至るのである。此等はすべて批准
が條約の成立の絶封的要素なうとする奮説の既に現在に於ては
容れられぎるを示すものである。
　（1）　｝1＆rval’d　Rese之Lrd1：P．1205。APpelldix　L
　（2）　P．C，1。」。1）ublicati（）ll：8eries　A．No．23，p、2（1．
　（3）Fitzmauricel・／》・cit。，P」zΩ・
（二）批准の附款的性質
　前項で批准は條約成立の絶、鋼要件ではないといつた。批准は
締約國が任意に必要に慮じて、附し得るところの條款である。
即ち、全・標代表の署名のみによつて直ちに當該條約の致力を登
生せしむることなく．批准なる爾後の一定の行爲の完成にその
致力の登生を係はらしめるのである。從來の慣行によれば或は
「批准ヲ條件トシテ…・署名ス』とか「批准ノ留保ノ下二…　署
名ス」とかいひ、その用語は一定しないが穐いづれにせよ．斯
の如き語句の使用が、批准が條件又は留保と極めて近似せるも
のなることを漠然ながら示してゐることは注目すべきである。
そこで先づ批准が條件乃至留保に近似してゐるとするならば、
條件及留保を絡括する概念なる附款の内に含まるべきものであ
る否かを槍討しなければならない。
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　私法に於ては附款（Nebenbestimn、Ul・g）とは法律行爲の當事
者がその行爲から通常生ずべき法律致果に一定の制限を附ける
ことであう（1）、それは、法律行爲の内容をなすものであつて
（2フ別個の意思表示ではないとされてゐる。この附款の観念は
國際的法律行爲にも準用せられ得る（3）。即ち、國際法上の附款
とは國際的法律行爲の常事國がその行爲よら通常生ずべき法律
致果に一定の制限を附することである、といひ得る。然らばこ
の意味に於ける附款の内に本題の批准は含まれ得るか。批准は
條約なる國際的法律行爲の當事國がその行爲より通常生ずべき
法律穀果、即ち、條約は逓常署名にようて有鮫に成立し、直ちに
敷力を登生するといふ通常生ずべき條約の法律致果に封し、批
准あるまでその穀力を登生せしめないといふ一定の制限を附す
るものなのである故、正しく附款プどる性質を有する如くであ
る．然し批准が附款であると噺定する前に一慮確むべき問題が
ある。それは、當該法律行爲が確定してゐなければなら澱こと
である。批准が附せられぎる條約については問題はないが、若
し條約が批准を附せられプ～る場合、批准あるまでは杢く條約案
で滋、つてそこには何等の法律行爲も存し得ないといふ如き一部
學者の唱ふる説が正しいとなると、斯の如き法律行爲たり得ぎ
るものに饗する附款なるものは之を認め得ないことになる。こ
れぱ後述未批1偉條約の性質のところで詳細に論ずるとして、こ
こでは結論のみを述ぶるに止める。即ち、筆者の見解では、批准
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に附せられる條約は實施せられないだけで既に成立してゐるの
である。その條約は若し批准あらば之を實施するといふ當事國
の意思の合致なのである、批准附條約の署名は斯の如き意味に
於てなされるのであつて決して無意味になされるのではない、
といふにある。未だ條件といふ言葉を使用することは、その妥
當性の槍討前であるから、衙早ではあるが、假に用ゐられると
すれば、批准なる行爲を條件とする法律行爲として確定してゐ
るといひ得るのである。
　（1）　末川博編　「新法學嚇典」下巻P．794．「岩波法律學小嚇典」P。9猛，
　（2）　附款の理論的性質にっいては、それが當該法律行爲の一一部にして、全艦に
　　封して附随的地位を持っものであるといふ通説と、當該法律行爲の別の部分を
　　なし、その間には主たる地位、從たる地位の差異は存しないとなす反封説（遊
　佐慶夫博士「新訂民法概論総則篇」p．招8以下）とがある。
　（3）Allzi1｛）ttiは國際法律行爲の附款として、條件、期限、留保の三っを學ぐQ
　　（Allzilotti：　“Co11rs　de　droit　illtenlation＆1”trallsl⑳ted　b5アGidel，1929少
　P。392）
批准が國際的法律行i爲の附款たる性質を有し得るとするなら
ば、それは條件であるか、留保であるか、或は別筒の観念に属
するものであらうか。
　批准は前述の如く從來も「批准ヲ條件トシテ・…署名ス」と
いふ如く、その性質の類似よう、確かなる理論的根糠なしに、
偶然且漠然と停止條件と同一覗せられて來た。然らば、批准は
法律行爲の敷力の登生を將來且不確實なる事實の成否に繋らし
むる法律行爲の附款たる條件で濠）り得るか。最も疑間を生ずる
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ところは、不確實な事實の成否に繋らしむるといふところであ
る。條約の批准は締約當事國の國家意思によつて行はれるもの
である故、杢権代表の署名によつて成立する法律行爲が杢催代
表の意思でなく國家意思である以上、爾後に於ける國家の自巳
の意思に基づく行爲に繋らしむることは客観的不確實なる事鷺
と云ひ難いといふ論も生じ得よう。然し國際法上の批礁は一國
の意思のみによつて完成されるものではない、批准の交換なる．
爾當事國間の合意によつてなされる事實によつて完成する。當
事國の一方よウ見れば、他國の意思、の確定は之を自由に爲す乙
とが出來ない、自國が初めから批准せざる意思がないとき、叉相
手國の確定が行はれて自國の批准のみあれば批准の完成すると
いふときは、自巳の意思のみに繋らしむるといひ得るかも知離
ない、然しその前者については條約の署名は將來批准の上實施
するといふ國家意思の表示であると當然推定せられるといふと
とによつて解決を與へ得るが、後者については全くのところ、
斯る情勢では客観的ではなく一國の主観的意思によつて決定す
ることになつてしまふ。然しこれは合意なる事實に不可避の現
象であつて、それのみを以て、客観的不確實なる事實といひ難
いとなすは、少しく窮屈すぎる解繹であると考へる。
　第二に批准を留保するといふ言葉が往々用ゐられる。留保は
國際法上特有の附款であって、麺常條約中のある一定條項の適
用を當該國に勤してのみ除外する場合に附せられるものであ
麗 碓条　　　　　糸勺　　　　　の　　　　　注北　　　　　～奮
る。漣常いふ批准の留保とは、批准を條件とするといふのと全
く同一であつて何等の差異もない。多数國間條約で一國のみが
批准を條件とする如き場合、本來の留保と混同してよく用教）ら
れるのである。
　斯くて批准は一筒の附款なうといふ断定を得た。それは、批
准が條約成立に封する任意的要件たるの必然的蹄結である。こ
の批准の本質を斯く理解して、それをジ、寒礎として從來明瞭なら
ざうし各種の問題を解明して行きたいと思メ、のである。
（三）批准と條約の敷力
　　　　　條約の批准條項と貴施條項との繭係　　批准0）遡及性
　批准は條約の致力登生の停止に關する附款であるといつた。
條約は批准の完成といぷ將來の事實を停止條件として成立した
のである。未批准條約が果して…部學者のいふ如く條約案にし
て何等の致力もなきものなるかは、次項で詳細に説明すること
とし、此腱では批准の．致力と條約の致力の關係について考察を
施して見たいと、思ふ。
　批准の敷果、詳言すれば、國際法、ヒ行はる＼批准の交換、寄
託、通告の致果は條約に致力を典メ、ることである。條約に何等
レ）實施規定なきとき、例へば、批准を必要とする規定以外に、
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批准の交換その他批准の完成によつて妓力を登生するのか何等
明示することなきときは．批准完成の時殻力を登生するを以て
國際法Lの原則となすが、最近の慣行は概ね條約中に實施條項
を含む故、この原則のみで簡軍に解決してしまメ、課に行かない。
次に條約の實施條項と批准條項との關係を展示して見よう。
　1、批准條項も實施條項竜存せざる場合α）
　　　從來は條約は批准を必要とするといふのが專ら通説1であ
　　つたが．それは批准を要せざる條約締結方法が現今の如く
　　…般的にならなかつた落時代の観念の遺産で、批准の絶封
　　要件、論を執らぎる限う、批准を必要とせぎるものとしなけ
　　ればなら戯（鷲）。机し杢擁委任朕中に批准を留｛呆してあつ
　　プ～う、叉は準備交渉中一國が批准の必要なる意思を表示し
　　たる場合は、爾後に雲譲國の明示的若くは獣示的意思表示な
　　き限り、批准な必要とすると解すべきである。批准條項な
　　きマ、、一方常事國政府の要講によつて批准交換が行はれた
　　る事例が存する。…瓦〇四軍レ）英國・スペィン問及び英國。
　　スヰス問仲裁裁到協定、一一九〇四年σ）英國・フラン■ス問の
　　狐lsc淋Dh（》Ws紛孚伸裁協定が即ちそうであつブぴ叉一九
　　三四年三月十LHローマに於て署名されたる「商議及び経
　　濟的協力に關する協定、1なるイダリー㍉オー・ストリア、ノ・
　　ンガリー三國問プ）條約（、所，謬炉一マ，義定書）は批准條項も、
　　實施條項も存せざるに拘らず、事實．トは明確且完喬に實施
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　せられてゐるが、この條約は最近本間題につき學者の最も
　引用する例である。
　　（1）　例へば一九〇七年、一一九一〇年、及び一九一六年の日露協約、一九二
　　　五年の日本・チエツコス・ヴアキア通商條約議定書等Q
　　（2）古くは批准規定なきも批准猷したることが履ζ存する。例～は、日米
　　　郵便稔前沸條約←一八七五年四月二十六日）、同郵便遣加條約丸一一八七六
　　　年二月八日）等）叉明治一卜八1トの天津條約も批准條項なきに拘らず批准
　　　された。
　　この場合は批准條項が唯一・の實施條項となり、・條約の致
　力は杢く批准の完成に繋つてゐるのであつて、批准の完成
　の時即ち、その交換、寄託叉は漣告のいづれか批准條項の
　規定したるものの行はれたるとき致力を登生する、〕批准を
　要すとの規定のみなるときは多数國問條約の場合は批准寄
　託の出揃ひたる日よう、又二國間條約の場合k例へは…九
　〇七年七月十五日の日露漁業條約、一一＾九 急八年…月』㌃二十三
　日の日ソ漁業條約最終議定書等）は批准交換の時叉は後の
　批准通．告の日よ命實施される。
　　これには批准條項が唯一の停止條件でなく、批准の他に
　も條件が附せられる場合、批准條項が條約中の規定たる實
　施條項によつて、停止條件たる資格を喪失する場合等が存
　し、凡て當該條約の特則たる實施條項の内容によつて次の
2）批准條項あうて實施條項なき場合
3）批准條項、賓施條項共に存する場合
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　如く数力登生の時期が定まる。
（オ）批准完成の時に實施せらるべしとするとき、この場合
　は別段實施規定なくと転同…の敷果を生じ得る。
（・）批准完成後の一定日よう實施せらるべしとするとき、
　「批准交換後　　日目に数力を登生すべし」など規定せら
　れるときで、この場合は批准完成するも特定日まで條約
　は敷力を登生せず、批准は藪箇の停止條件中の一一簿たる
　に止まるのである。或は更に合意によら實施日を定むる
　といふ如く不特定日の場合もある。（一九三二年五月十三
　日の日本、印度支那間の貿易規程を暫定的に定むる爲の
　日佛問通商協定》
（ハ）批准完成前に實施せらるべしとするとき、例へば批准
　交換は行はる＼も批准通告のなされたる日よう實施せら
　るとなす如きもので、この場合にも次の二つの場合が存
　する。
　1）正式實施の場合、批准の如何に拘らず、實施せらる
　　る場合は、實際は批准を必要とせぎる合意に等しく、
　　當事國は批准なきを以て無致を主張し得ない。
m假實施の場合、批准なきときは無敷とする旨の約款
　が存する場合であるが、これは果して無致なうや疑間
　である。假にも實施せられるといふことは、その間は
　正式の敷力でなく、假の致力であるといふ意味であら
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　　　　うか、條約の致力には、正式と假の差異は存しない。
　　　　これは無致となるのではない、康棄し得るといふ意味
　　　　でなければならない。然し通．常假實施と稔するものも
　　　　事實は正式實施の揚合が多く、その名稻によつて断定
　　　　することは出來ない。批准なきときは假實施の殻力を
　　　　終止し、該條約は自働的に膿棄さる＼ことになる一種
　　　　の絡止條伴と見る方が適當であらう（1）。
　女鉛　假實施を規定する《，のには次の如き條約かある。貿易及通商に關する英園
　　アルゼンチン間條約附驕議定書（一九三三年）ドイツ・アインランド通商條約
　　曳一・九三四年）第十六條、フラン㍗スイス通商條約←一凸九三四年）第二十三條、
　　アルゼンチン・ベルギー・ルクセンブルグ間通商協定（一・九三四年）、オランダ
　　ボーランド關税協定k一・九三三年・こオしは署名議定書により假適用を規定す）
　　ドイツ・ユーゴースラヴイア通商條約（一九三四年）第三十二條・フランス・
　　ボルトガル通商航海條約（爾國政府の合意する日より假實施）・日本、印度支那
　間の貿易規程を暫定的に定むる鶯の日佛通商協定（一・九三ご年、署名議定書中
　　にて、宣言の形式による）
　以上述ベプ～る如く批准を必要とする條約は原則として批准の
完成によつてその致力を登生するのである。然しこの数力は全
権代表によつて正式に署名されたる日よう條約に致力を典ふる
ように遡及するものであるか否かの問題があつて、從來之に封
する學者の意見は一致してゐない。この論孚の溶革を以下に概
槻して見よう。
批准の遡及性
　第一はある條約が批准されプ～る場合は條約中に別段の規定な
き限り、該條約の致力は署名の時に遡つて登生する、即ち條約
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の批准は遡及的致力を有するといふ理論であるα）。
　此の批准の遡及性を主張する理論は、米國に於て殊に強く支
持せられて居ウ、我國に於ける古き論孚も、この米國主義と之
に反封する英國及び大陸主義の爾理論間の論孚に他ならないの
であつた（2）。
　本理論か米國の裁到所で最初に唱へられプ～のは一八〇六年の
Hyltoガs　LeSSe（）V・B｝OW1〕事件に關する第三匝巡同匿裁判所
（The　Circuit　Courもfbr　the　Third　Clreuit）であつて、其後、
殆ど例外なく、大審院以下の米國裁判所によつて支持せられて
來た（3）。米國政府の當局もこの自國裁判所の見解を反映して
屡窒同一の意見を表示してゐる（垂）。
　然し乍ら、國際的慣行蛇に仲裁裁判の判決等に現はれたると
ころはこの遡及説に反封であつて．常設國際司法裁甥所の如き
はその判決、第二（5）、及び第五（窃）に於て署名濟未批准條約が
何等かの法律的敷力を有し得るかについて明瞭なる断定的槍討
を加へることなく、反つて裁判所は判決第十六に於て「例外の場
合を除き、條約が批准によつてのみ敷力を生ずることは」國際
法の原則であるとの意見を述べ、爾來同一の態度を持してゐ
る（7）。
　英國は一八一二年にLord　Stowellの判決以後やはう、遡及性
を認めぎる態度を執鉱世界大職後、即ち一九二〇年に取扱つた
卒和條約關係の三つの事件でも同様であつた（8）。
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　フランス、ドイツ、スヰス及びイタリーの國内裁判所の意見
も英國と同様である（9）。
　筆者の見解によれば、條約の批准は附欺であう、批准を要す
る條約は附款附法律行爲であるから、批准前の條約は吹節にて
も説明する如く、條件附法律行爲として確定し、その限うに於
て敷力を有してゐるのであつて、妓力の遡及を云々する必要は
ないのである。問題は寧ろ條約の實施力といふ意味に於ける数
力に關してである。更に換言せば附款なる批准成就の敷果に關
してである（10）。　これは批准を要する條約にあつては批准に
よつてのみ登生し、特約なき限ウ遡及しないのである。例へば
一八九八年十二月十日のパリ條約、一九一二年のラッパ・條約、
一九三四年二月九日の不侵略に關する・“ノレカン協定、及びその
他多くの仲裁裁判條約に於ける如く批准條項あるも、特に署名
の時よう数力を登生するとの規定ある場合、換言すれば、前記
條約の批准條項と實施條項との關係に於ける3）批准條項實施
條項共に存し、（ノ・）批准完成前にi）正式實施せられる場合は批
准の致果が遡及することは勿論である。そもそも批准の遡及性
の有無に關する理論は、やはウ批准の絶封要件説に關聯を有す
るものであつて、遡及性あうとする理論に反封する者の理論的
根壕は遡及説が十八世紀の初期條約理論に於ける私法代理理論
を準用したるものなることを攻撃するに存する。即ちそれは私
法代理理論のratihabitioretrotrahituradinitiumなる原則が根底
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の思想をなすから、現在の如き全権代表は君主の代表でなく、
國民の代表であるから君主主義的思想に某く理論は不可能であ
るとて、民主主義的思想による改訂を企圖したものであつた。
從て、遡及反封説の最初の動機は寧ろ國丙議會の協賛を以て國
家元首の批准よウ重要覗するところに存し、米國の慣行は寧ろ
その例外をなすものと見なければならない。
　批准の遡及性有無の議論は批准の附款なる性質に求めること
によつてはじめて解決し得るのではなからうか。致力を拘束力
と實施力とに分けてこの遡及性を認めんとする如き、或は、遡
及性を認めざる如き、不徹底なる議論なうと信ずる。
　（1、　米國大審院は一一・八五〇年、一一峰切の條約は條約に反劃の明示規定なき限U、署
　　名の時まで遡及して敷力を有＋るとの判決を下したoこの見解は一八六九年の
　　H：乱ver　v．Vaker事件でも探用せらオした○然し裁判β『は一・方では1遡及理論を探
　　ηなから、他方では個人たる國民の利盆を擁護するため、國内的には批准、公
　　布後にあらざイしば、條約は敷力を護生ぜず、個人を拘束せず、條約の批准の遡及
　　的敷力は國際法」＝に於てのみ認めらるべく、國内には認められ得ざるものであ
　　るとなした。11ydeも遡及の原則は國家間の關係に於てのみ認めうるべき旨を
　　、セ張してゐるoWilcox：‘）P．（うit，，PP．39荏1・LMervy1／Jolles：‘らTheret一
　　蝋ctivee登ectofthera右i行c乱ti・n‘）f右reatieバ，A。」。エL1935，f）P。3田
　（2）批准の遡及性を認むる學者はWes肱ke，H訓，Woo！sey，Wheaton，Wh一
　　畠r亡（｝ll，Taylor，｝lershey，Hyde，Cr測1da11，K貰iber，IIeffterヲvoll　NeumaRnヲ
　Bbl／tschli，M6rignhac，叉之を否認する學者はCo玉em＆n　Phillipson，F翫u－
　　ehilh　Pradier－Eod6r6ヲRivier，Hoijer，von　Liszt，Strupp，Bas（levallt，
　　D叩ui亀McNair，Anzllotti，（Jolles：op．c比ヲ1）。5］ヲnote2）
　⑱〉　本理論に封して米國裁判所の探砂來れる態度、及び各個の事件にっいては
72 條　　　約　　　の　　批　　　准
前掲Jonesの論交中に詳細に紹介せらオしてゐる。
（4）J（）nes：o正）．ciL，1）P．59－62，
（5）1）。C．1．J。SerlesA，N〔）．2，P．33。
（6）　1）．（）。1。」．8eries　A，No．5，P。39．
（7）　P・C・工」9Series　A夕INoj6夕PI）。2｛）一21，國際裁判の判決で遡，及性を認め
　たるは一・八六五年のチリー・ペルー聞同盟條約に關する一八七五年の爾國間仲
裁裁判位のものである。M（川℃，Interu乱ti（》11al　ArbitrIしtio亙1g，ii，p．20911．
cited　il／0PPellheil11；oP。（貞t。，§518，
（8）　Jones＝oP。cit．ヲ1）、63．
（9）Jones：OP。dt，P。（14．
（10）　民法に於ける條件成就の敷果が既往に遡るや否やの問題と類似してゐる。
　それは法律行爲そのものの敷力の嚢生ではなく、該法律行爲より生ずる法律敷
果に附せられたる制限をなす附款の完成なのである。民法に於ては不遡及の原
則（日本民法、猫逸民法〉と遡及の原則（佛繭西法系）の二っがあるが、我園民法は不
遡及の原則を探用し、特別の意，思表示あるときは其意，懸に從．こ・こととしてゐ翫，
（四）未批准條約の性質
　　署名は如何なる意義を有するか一 一署名を重要硯する例詮 署名の
　　敷果 一條約の成立と灌利義務の護生 一批准條項は濁立的可分的な
　　　　りや一 一未批准條約と未署名條約案 未批准條約の存績
　批准を要する條約はその批准前に於ては、軍なる草案に過ぎ
ぬとの論はFau（lhil／e以廉多くの學者の唱ふるところである。
この未批准條約の性質は果して、斯の如き草案に過ぎぎるもの
なるや、或は一方前節に燭れたる如く、條約としては既に成立
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してゐるものなるや、本節に於てはこれにつき詳細なる槍討を
行つて見プ～い。それは一面に於ては署名の有する意義に關する
問題、即ち、署名は斯かる條約草案の確定以外の数果を有せざ
るものなるかの考察でもあるのである。
署名は如何なる意義を有するか
　然らば、批准を必要する條約に封する署名は果して如何なる
意義を有するか。クィンシー。ラィト　（Quilley　WI㎏ht）はあ
る條約を署名したるも、批准せぎる國家は、法律上は該條約と
何等關係なかうし國家と同一の地位にあるものである（1）、と
述べ、署名は輩なる條約案の確定を齎らすに過ぎぎるものとな
す。之に封し、一九三〇年の國際聯盟の「條約の署名、批准問
題調査委員會」は「署名は當該國政府の側に於て、それが關係
する限うに於て、該條約を實施する目的のため、當該間題の新
たなる槍討を加へんとする意思を表示するものである」（2）と
述べてゐる○又Mye聡は「署名せる條約によつて拘束せらる
＼ことあるべしとの國家の同意の表示である」（3）となす。更に
署名は、締約國に蜀して署名の日と條約實施との問に於ては、
「右條項の登動を害する如き一切の行爲を爲さぎるべき」國際法
上の義務を齎らすものであるとの意見も有力である（4）。斯く
て署名の齎らす義務は、軍なる道徳的義務に過ぎぎるか、或は
國際法上何等かの義務を生ずるか、の問題を生ずる。
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　（1）　Quhlcy　V～7right：　“Con且icts　betweell　IIlterllatiollal　Law　alld　Tre－
　atiesり，A。J。1。L，1917，voLi，P，568．
　（2）　League　o£X乱tions　PublicationsフA。10ッ1930，Vヲp．2．
　（3）　ムlyers，‘‘Violatioll　of　Tre乱ties”，A，」．1。L，，／917voL　ii，P。795，
　（4）　A1111ual　Digest：oP．cit，ン1927－28，P。395、
　H継v＆rd案第九條、（稿末附属文獣参照）、Chailley；op。cit。，p，16．常設國
　際司法裁判所判決第七、P。Ci　J。Publicatiolls：Serles　A』No、7．1）．37．
　署名が何等署名國を拘束せぬとなす學者も殆どこの黙のみは例外なく認めてゐ
　る。未批准條約が全く條約草案に過ぎぬとすれば、いかなる根嫁から斯の如き
　義務が生ずるのであらうかe
筆者は先づ條約の署名が條約案交の催定を齎らすのみである
との説に封して槍討を試みる。
署名を重要親する綱
　條約の署名は假令批准を要するときでも、決して漫然と行は
れるものではない。最近は多数國間條約の頻繁なる締結によう
署名が濫用せられ、時には國際聯盟主唱の多くの條約に封する
署名の如く國際協力に不熱心なめとの攻撃を免れんがために、
一鷹署名して置くといつたような悪い傾向が出て來たことは事
實である。どうせ後に批准に附するのだから署名だけをして置
くといふならば署名の意義は全く存しなくなる。假令後に批准
に附せらるべきときでも署名がみだりに行はれないことば、署
名拒否、假署名（illitialling）又は重柴件付署名（sigl！atllre＆（he食rel／－
dUm）等の慣行を見れば容易に理解し得られよう。
　署名の拒否　杢権代表がその政府によつて充分なる署名権限
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を與へられてゐない時、若くは當該協定を更に考慮研究する必
要あうと認むる場合、自ら商議したる條約の署名を拒否するこ
とがある。例へば、一九二九年四月の偽造貨幣防止に關する國
際會議に於て米國の代表は「條約案につき何等か断定的意見を
表示する前に同案正文を政府に同示する」必要あうとなし、同
條約案に署名しなかつた。叉同會議に於けるスエーデン、トル
?、 ユーゴースラヴィア、デンマノレク、フィンランド、支那の
代表も、或は必要なる登権を有せざる理由から、或は政府よウ
の訓令未到着の理由によウ署名しなかつた（1）。若し署名が篠
約案の確定に過ぎないとすれば、批准さへ留保するならば、何
も斯かる大事をとらなくてもい＼筈である。
　（1）　Le乱9ue　of　N航iolls　Pllblicatiolls，（）・328・M・1葛1929ヲII，i）・971
　Wilcox；OP。cit，P25。
　綴署名　一九二五年の・カルノ會議に於て作成されたる相互
保障條約（一一九二五年十月十六日）は最初商議終了後、代表が假
署名（通常頭文字のみを署名）をなし、各自本國政府と協議の後
改めて會合して正式署名を行つた。部ち、一九二五年十二月一
日ロンドンに於て署名されたのであつた○一九二四年の賠償に
關する・ンドン會議その他でも同様の手績が執られてゐる（め。
一九三五年秋交渉された日本・ソヴィエート聯邦聞の漁業條約
改訂條約案は爾國代表の假署名後、日本では橿密院の諮洵まで
了したるに、ソヴィエート側の正式署名拒否のため締結不能と
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なつプ～ことがある。この假署名の慣行は最近特に顯著となつて
來てゐる。
　條件附署名　條件附署名（sig11乏Ltllrea（lrefe1’m（1um）とは當該
署名が致力を生ずる前に本國政府の承認を必要とせる旨を表示
するものである。換言すれば、本國政府の承認があつて初めて署
名が有妓となるものである。一九二九年ジュネーヴで開催され
プ～輸迭移民の族券に關するヨー・ッバ會議に於て、條件附署名
につき問題が』起う、國際聯盟事務総長がa（heferelldumの意義
を明示した。帥ち、「それは當該條約に署名したる代表は右條約
正文を受諾可能なウと考へるも．政府による承認のため、政府に
封してこの旨を報告する手績をとることを意味する。　然し乍
ら條件附署名は何等法律上の義務を生ずるものでない」とされ
ブ～（2）。
　（1）　一九二四年の同會議では假署名後（八月ナ六日）條約案を本國に迭付し、
　國内手綾（議會の同意）を終了の後、約二過間を経て（八月三十日）正式に署
　名された。しかし、斯かる假署名の慣行は凡てではないが、多くは更に批准を
　必要とすることなさ條約、帥ち署名のみによつて敷力を獲生せしめる條約の場
　含に執られるものである。前記一九二四年・ンドン賠償條約の場合もそらであ
　った○
　（2）　國際聯盟書類、Rec‘♪rds乱1！d　Texts　of　the　Europeとm　Collferellce　oll
　C＆rdsf・rEmi禦＆11tsi】1Transit，（1929，Gellev乱）P．38。Wilcox，25，
　n（レte．5．我國の關係では、一九三六年モントルーに於て署名の淘映制度に關す
　る議定書に我國全灌委員は政府の承認を條件として署名した。
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　以上いづれの場合を見るも、當該條約が後に批准に附せらる
べきものならば、その實際的債値はあまりないようではある
が、それでもなほ斯の如き愼重なる慣行に随ぷのは、充分署名
の重要性を示すに足るものであらう。
　署名の敷果　批准附條約の署名の妓果は批准なる附款の作用
によつて直ちにその條約の内容、部ち條約に規定せる権利義務
を登生しないが、それ以外は條約を成立させることも無批准條
約の署名と同様である。從て、條約は確定しプ～る故、爾後之を
修正礎更することを得ざる穀果を生じ、又批准條款に從て批准
完成に努力すべき義務を生ずるのである。斯く見ることによつ
て署名ははじめてその意義を有し、無批准條約の署名と爾立し
得るのではなからうか。一様に條約の署名といぷとき．若し無
批准條約の署名が、直ちに當事國を拘束するに反し、批准附條約
の署名が、條約案を確定する致果しか有しないとするならば、
その均衡は杢くとれなくなり、統一的條約理論に於て受容し難
き竜のとなると信ずる。斯く署名の重要性を強調することは、
條約の曾重を堅持するため特に必要なことである。最近の多藪
國問條約の外交的署名、即ちつき合ひ的な署名が、條約曾重の
観念を薄弱ならしめブ～相當大きな原因の一つであることは事實
であつて、署名を無意義化する前記の議論は斯かる傾向に拍車
をかくるものである。　然し乍ら、未批准篠約の地位を論ずる
に當つて、一慮之を以て輩なる條約案なうとする議論を槍討し
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て見たいと、思ふっ
　この批准條項輩濁致力登生読も多くの學者によつて支持せら
れてゐる。例へば、アンヂ・ッチ（Allzilotti）の如き「批准なる
語は確認行爲を示すものでなく、正に制定意思の宣言を示すも
のである。胱に存する行爲に敷力を與へるといふのでなく、新
しき行爲に存在を與ふるものである」と述べ（1）、叉シェレー
（Chailley）も「條約の若干の條項はそれ自身署名の時より法律的
数力を有する」とて批准條項を加入條項と共に掲げてゐる（2）。
　又我國に於て此の説を主張せらる＼田岡敏授はその著書中に
次の如く述べて居られる。「批准條款は常に益権の署名と同時に
成立し帥時に致力を生ずる。・…批准に付せらるべき條約案と
此條約案を批准に付すべしとする合意とは、本質的に相異る二
個の合意であつて、通常此は便宜上一膿とせられ、後者は前者
の一個條を成す如き形を典へられるが、法理上は切離して考ふ
べきものであるから、爾者の成立時期を異るものと解する事は
決して不自然な構成ではないのである。此自明の理を特に我々
が一言する必要を認めるのは、若干の學者が、批准によつて條約
が始めて成立するものとすれば條約中の批准條款も亦同一の運
命に服し批准を侯つて始めて成立するものと解せざるべからず
と考へ、從つて批准條款を無意義ならしめざる爲には條約は杢
樺の調印と同時に成立するものと見倣すを要すと唱へるからで
ある。然し批准條款以外の部分が調印と同時に成立するとなす
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は事實に反する。法の世界に於て一の契約が成立すると言ふ事
は此契約が何等かの意味に於て爾當事者を拘束する力を法によ
つて典へられてゐる場合に限つて言はれる言葉である。…
　契約が法の世界に於て翫に成立せウと言はれるものは其爲で
ある。然るに批准に付せらるべき條約案は如何なる意味に於て
も當事國を拘束しない。國家は批准前に於て條約の目的たる給
付を實行する義務を負はざるは素より、其一方的意思によつて
條約の運命を左右するを得るものである。此條約案を以て、國
家の批准を條件として（或學者によれば國家の批准拒否を解除
條件として）成立せめと見倣すのは、全く事實に反する構成で
ある。批准に付せらるべき條約案と此條約案を批准に付すべき
合意とが法理上二の別個の合意なる事が了解せられたならば、
斯る構成を採る必要は生じないであらう。」と（3）。
　（1）Anzil・tti：OP・cit・，P・370・
　（2）Chailley＝OP・dt・，P・16・
　（3）　田岡教授「國際法學大綱」（上巻、昭和十年）PP，401－406・
　　（うppellheimはコLヒ等の一見解に当｝し、
　　（イ）　乖簑糸勺の部う♪につきお瞬佳し看緊ざること、
　　（ロ）條約の蔓更は批准行爲によりては不可能なること、
　　（ハ）　條約はその實施により獣示的に批准され得ること・
　　（二）條約は常にその代表によつて正式に署名せられたる日を日附とし、批准
　　の日を日附とせざること、を理由として反封の態度を執つてゐるc　Oppel1－
　　heim：・iレ，eit．，§細。
條約の成立と擢騨義務の護生
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　未批准條約を以て條約と目さず、軍なる條約草案なうとなす
論は第一に條約の成立と條約の目的プ～る権利義務の成立とを混
同してゐる。條約は批准なる附款を附して署名によつて成立し
てゐるのである。批准を條件なうといひ得ると假定すれば、條
約は批准を條件として成立してゐるのである。然しこの條約の
成立は必ずしも當事國の目的とする條約の内容たる樺利義務の
登生を件はない。當事國が負ふべき権利義務は批准を條件とし
てその登生を停止せしめられてゐるのである。批准の完成は條
件の成就である。それによつて初めて権利義務は登生し、當事
國はそれらに拘束されるのである。從て假令梅利義務が登生し
なくとも、條件附條約が成立し、その限りに於て妓力を有して
ゐるとなすに何等の不都合もない。條約の内容が實現せざるに
拘らず成立し、数力を有するは批准なる附款の作用であつてこ
れは私法に於ける條件の成否確定前の契約の地位に類似してゐ
る。一部學者は批准前の條約が何等の法的性質を有せぎるを以
て草案に過ぎずとなすは、全く皮相の観察であつて、この附款
の本質を理解しないで之を排撃するものに他ならぬ。批准前の
條約が民法上の條件成就前の契約に比して脆賜なる如く見乏る
は、前者は之を保護する國際法上の原則不備なるに反し、後者
は、條件成就前の権利、即ち條件附権利は既に期待権叉は希望
灌（Anwartseha伽reeht）として保護せられてゐるからであつ
て、それは決して根本問題を解決する理由とはならないのであ
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批准條項は囑立的可分的な簸や
　未批准條約を軍なる條約案に過ぎずとなす議論の第二の理論
的根擦は、批准條項と條約の他の部分とは本質的に相異なる二
偶の合意であつて、批准條項のみは他の部分とは別個に、署名
と同時に致力を登生し、他の部分はそのま』、何等の妓力なき
條約草案たるの地位を持績するに過ぎないといぷので愛）る。然
し筆者は批准は附款なりとの立揚よ今、批准條項と條約の他の
部分とを一膿不可分なる一個の法律行爲となし、批准條項も條
約なる一個の法律行爲の内容をなすものであると主張するもの
である。從て、爾者を二個の濁立可分なる合意なウとなす構成
は之を執らず、批准の附款的作用によつてこの構成は不必要と
なり、更に、從來の遡及性有無の議論も自ら解決することとな
る。若し、本條約は批准に附せらるべしとの批准條項が全く猫
立なる法律行爲として、別個に穀力を登生するとして、この批
准條項の包含する義務内容は如何なるものであるか。當該條約
草案を再審議するの義務が生するといふのであるか。筆者の見
解によればこの條約案再審議の義務は批准附款説一　假に筆者
の説を斯く稻するとせば一一一に於ける成立せる條約の批准完成
の行爲に該當するのであるが、前者にあつては、批准條項のみ
の殻力登生の結果生ずるものなるに封し、後者の立場にては、
條約全艦．の穀力登生1』成立の意味）…一署名の致果たる一一一の結
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果生ずるものなのである。批准完成の行爲は批准なる附款完成
の行爲であり、嘗事國は署名によつて批准を條件とすると共に、
この批准の完成に努力せんことを約するのである。必ず批准す
べきことを約すのではない。必ず批准を完成すべきことを約し
たと見ると、批1佳拒否は義務違反となう、批准完成に努力する
ことを約したと見ると、國際法の現在の段階では私法に於ける
如く、條件成就の達成を妨害する行爲に封して制裁を加へるこ
となき故、之を妨害する、帥ち批准をせざることも義務違反と
はならない。いづれにせよ批准條項の濁立致力癸生読は無理で
ある。
未批准條約と未署名條約案
　末批准條約の地位を明確にするためには未署名條約案との比
較を行メ、ことも一つの方法である。第一は國際勢働條約案の如
きものである。これが果して未批准條約と同一の地位に立ち得
るものであらうか。政府が之を批1佳に附すのは殆ど益く任意で
あつて、これらこそ眞の條約案なのである。第二には、最近瀕
繁に行はれる無批准條約の締結の際の慣行である。帥ちその揚
合假署名の上國内手綾の完了を侯て正式署名をすることは既に
説明した通うであるが、斯の如き假署名の條約草案は批准附條
約と同一の手績を履み、我國では櫃密院の諮洵を得て　天皇が
裁可し給メ、ことになつてゐる。同様の手績であるが、一方は署
名濟の條約であ弧一方は未署名の條約案であつて、爾者の地
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位は全く異なるのである。前者は國際法の關係するところの條
約上の義務に基くものであつて、條約に約したる批准完成に努
力する行爲、更に換言すれば批准なる附款によつて條約の穀果
に附せられプ～る制限を除去する行爲であウ、後者は條約上の義
務に基かざる國際法上未だ關係なき自由任意なる行爲なのであ
る。我國の國内的手績に於ける形式を観れば、爾者とも樋密院
に諮洵せられ、署名前か署名後の相違に過ぎぎる如く見える。
けれども、その國際的致果はどうであらうか。例へば、前述の
如く一九三五年秋の日ソ改訂漁業條約の交渉中、假調印の上、
日本でには福密院の御諮洵を濟ませ、　天皇の御裁可を得て正
式署名を行メ・ところまでに到つたのに、ソヴィエート側が正式
調印を拒みたるためそのま曳となつたことがある。斯の如き未
署名條約案と署名後未批准條約とを、從て前者の正式署名拒絶
と後者の正式署名後の批准拒絶と同一覗して果してい㌧であら
うか。
未批准條約の存績
　條約の批准は、之が何時までに行はるべきやを條約の規定に
明記せざる場合は、或る相當の期問中に行はるべきなりとの漢
然たる原則があるのみである。多くの學者は相當期間中に批准
なきときは黙示的拒絶とな飢右條約は不成立となると説く。
然し未批准條約は嚴格に解樺すれば、批准拒否の當事國の明示
的意思表示なき限う、その地位を存績するものと考へる。
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第六　批准の拒否、涯延
　　　　　　　　　批准の拒否 一批准の遅延
　次に國家が批1佳を必要とする條約を締結したる後、批准を爲
さざる場合は如何なる致果を生ずるかといふ問題について楡討
しよう。玄玄にいふ批准を爲さざる場合には國家が批准を拒否す
る場合、批准が不能となつた場合、批准が遷延してゐる場合等
が含まれる。最後の批准の遷延は、批1佳をせぎることが確定し
た課ではないが、批准をするか、しないか到明しないま＼に遷
延してゐる場合で、やはウ批准を爲さぎる場合に含めるのが研
究上便宜であると思ぷ。
（一）批准の拒否
　　批准は義務的なりとする論 一批准拒絶の自由を認むる論一批准の
　　道徳的義務を認むる論 一その反封論なる拒絶自由論…正當なる拒
　　　　　　　　絶理由あれば可能なりとすろ論
　第一は條約批准の拒否である。批准を留保したる國家は、後
に到つて批准を拒否することを得るか①。換言すれば、批准
を留保して署名したる以上は之を’批准しなければならない義務
があるか、署名は果して斯の如き義務を生ずるかの問題である。
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これに關するグ・チウスその他の初期國際法學者の理論は既に
説明して置いたが、最近の學者間に於ても、今両ほ論孚が存し
て居め、且は條約批准の本質からも重要なところであるから、
一慮論争の沿革を概観して見るのも無盆ではあるまいと思はれ
る。
　（1）批准拒否の實例は後にも述べてあるが、古きところをマルテン凶の著書に
　　ついて見ると、一七一一年の・シアゆプ・シア間條約をプ・シア國王理由を墨け
　　ずに拒否し、一七一二年九月十三日の・シア・プ・シア間同盟條約を樺限瞼越を
　　理由にプロシア國王拒絶し、一七三二、年十二月十三日プロシア・オーλトリア・
　　ロシア問條約を同様の理由で、オーストリア國王拒絶し、一一七七九年』九月二一1・
　　日の・シア・清國間リがアデイア條約を清國代表か政府の訓令に違背せりとの
　　理由で清國が拒絶したといふような例が暴けられてゐる。
（！、批准は義務的なウとする論
　第一は先づグ・チウスの唱導したる如き．批准を以て義務的
なウと看る論であつて、これは私法の代理理論を準用して、代
表の権限鍮越あウたる以外は國家元首はその代表の爲したる約
定に封して批准を拒否することを得ずと主張する。グηチウス
（Gmもil・8＼プーフェンドノγフ〔Pufe・〕dorf）、ファツテノレ！、V紺eb、
クノレーベノレ（KHlboめ等の説である。マノレテンス（M抗rten画の如
きも、「批准は権限を奪重し遵守しつ＼ある商議者がその秘密訓
令を瞼越したる時（i）、從てその結果慮罰を受くることになう
たる時、又は他の當事國が批准を拒否したる時以外は正當に拒
否せらることを得ぎるべし」と述べてゐる（2）。
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　（1）citedinM・ore’sl）igest：oP．eit，v・1。v・P・185・
　（2）　・シアはこの説を探り、一八〇六年七月二十日の蜀フランス亭和條約に關
　　し、代表か訓令に從はざりしことを理由として批准を拒否した二叉一八二七年
　　六月二十五日アルゼンチン政府は同様の理由で一八二七年五月コ十四日の封ブ
　　ラジル早利條約の批准を拒否した。
（2）批准拒絶の自由を認むる論
　批准が義務的なうとする論に封し、批准は義務的ならず、從
てその拒絶は自由であるとの論が生じた。これは前記の批准を
義務的となす論が代理委任の關係理論に某いてゐることに反封
して起つたもので、Sch：malz，Byllkershoek，Pihheiro－Ferreira，
Whe漁n，Calvo，Ilef翫er等が之を支持する。然しこれは米國
の慣行に負ふところが大きい。帥ち、一八〇六年米國のジェフ
ァースン大統領は上院に諮ることなく一八〇六年十二月三十一
日の封英條約の批准を拒否した（1）。　この頃よウ國家は自由に
批准拒否をなし得るとの親念を生じたのであつて、近代民主主
義的憲法の登達と共に議會中心とな飢この観念は盆基礎付け
られた。米國にこの観念が初めて起つたのは怪むに足らのが、
同じ近代憲法が登達してゐるヨー・ッパ諸國に何故早く起らな
かつたかといふと．ヨー・ッノ｛諸國の立法府は米國の議會の如
く條約締結後はじめて蓼與するのと異り、條約締結の最初よう
滲典し、政府は豫め議會に諮らず自由に條約締結を行ひ得なか
つたからである。然し一八四〇年頃よう米國の慣行がヨー・ッ
ノ｛にも探ウ入れられ（2）、フランスは一八四一年十二月二十四
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日の黒人取引禁止に關する條約（英、沸、普、填、露五國問）の
批准を代議院の承認なきを理由として拒否し、ノンクセンブノレグ
は一八四一年十月二十九日のz頑verehl條約の批准を拒否し、
一八七七年七月六日の佛伊通商條約はフランス代議院の承認を
得られず、フランス批准せず、又…九〇七年のヘーグの國際紛
孚卒和的塵理條約その他をイタリーは批准せず、又一九〇九年
二月二十六日の・ンドン宣言、一九二〇年八月十四日のセーブ
ノレ條約が批准せられずに終つたことなどが墨げられる。その最
も歴史的なのは米國のヴェノレサ・1ユ條約の批准拒否である。最
近では一九二二年ジェノアで署名されプ～イタリー、　ソヴィエー
ト聯邦問の通商協定が、ソヴィエート聯邦に不利な今との理由
よウ批准を拒否した椀がある仁2）。斯く現在では欧米を漣じて
批准拒否の自由を認めるに慣行が一致してはゐるが、當初の差
異は現在でも残存し．ヨー・ッパ諸國が署名を重要硯するに反
し、米國は署名は國家の参加を確定的としないとて署名に重要
なる意義を持たせるに反封の意向が認められるのは興味あると
ころである。
　（i）Basdev芝mt：・／）．eit。，iレ」88．
　（2）　尤も一八⊃六年七月二十日の佛露季和及び同盟條約は露國代表のウーブリ
　　男欝が灌限を喩越せりとの理由で露國がその批准を拒否したことはある・
　（3）イェー・べ一・ハンユカーニス著、由之内一郎諜［ソ占エート國際法理論」
　p，361。
史3）批准の道徳的義務を認むる論
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　批准の義務あウとする議論と批准の拒絶が自由なウとする議
論の中間を往く折衷読と竜いふのは批准の義務は法律上存しな
いが、道徳的義務があるとなす議論であつて、この説の支持者は
相當に多い。カノレヴオ（（届VO）は批准権が條約商議に於ける主
樺、者の権利なることを認めるが、批准は重大なる理由なくして
は拒否し得ざることを國際道徳によつて義務付られてゐると説
き、ホール（H岨）も「批准の義務は法律的に存しないが、道徳上
は專断的に拒絶し得ない」とV・ひ（1）、フオーシィユ（撫uchille）
も同一の理由にて「批准の拒絶はそれが拒絶せる國自膿の行爲
又は過失に某く場合は認められ得ないことは確かである」とい
ひ（2）、ジュネー（Gel！et）は「批准は最初は全権代表の権限に封
する統制のため必要であつたから批准の拒絶は自由であつたの
で、今日はその統制が充分である故、相當の理由なくしては之
を拒絶し得ない」となし（3）、リヴィエ（Rivier）は不當なる批准
拒絶に封し損害賠償請求椹を認め、その他H我r！ey，Scell，」、B・
Seott（4）等がこの説を支持してゐる。
　（1）　Ha1L　　Illterllational　I温w，Pラ386。
　（2）　Fauchille；　Tr乱it6（1e　Droit　Il！ter11乱tiol！al　Pllblieフ　v藍）1，　i，　part　iii，
　PP．328．330．
　（3）G－enet：Trait6deDipl・matieetde1）r・itD圭plen・atique，v・Liii，
　　Paris，1932，P識36，仏」ほGenet曰く、「條約締結¢）附随的形式たる批准は本
　　質的には國際丈書の姜當性の統整、若くは寧ろ國内的安當性の統制の作用、帥ち
　　委任者（帥ち國家元首）の意思への合致を確保する作用であるといはねばならな
　　いし、叉原則としても充分そうである。然し國家元首は統制の口實の下に批准
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　拒否梅なる空想的椹利に実って、一度輿へたる約束を故意に否認することは出
　來な）・」と述べてゐる∩Gellet：“1」aclausetaeitedert↓tiflcatiol1”、R。《牙。
　D．1．P．ヲVQL38．
　（嵯）J。B。Scott：Thel｛岬leC・11ventiOllsalldl）ecl之u辱ati（）nqQ呈189曾
　alld1907．中て同條約の署名は法律義務を生ぜず、たマ批准手績に附すべき道
　徳的義務ありと論じてゐる。
（4）　道徳的義務説に反翼の拒絶自由論
　然し批准の道徳的義i務を認むる論に封してはオッペンハ柔ム
（OP【）ellh（li皿）が道徳的義務を法律上の義’務以外に認めること
の不可を理由に反封して、拒絶自由なうとなし①、ノ・ドスン
（Hudl給ll，）、カヴアグソエジ（Cavaglieri）、　リスト（Liszt）、アン
ヂロッチ（Allzilotti）、スピロプロス（SPlrOPou／os）、プラディエ
フォーデレ（Pradiel㌔FOd含6）、ストノレップ（18trUP亙D、バスドヴア
ン（Ba，8deval！t）、　フェンビック（Fenwiek）、ノ・一シェイ　（Harsh一
（・、y）、ウエストレーク（Westlake）、は何づれも同様の意見であ
る⑫）。
　（1）　〔）PPenheim：　1nterllatiol／a且La、～・．voL　i．｝）．723。
　（2）Wilc・x：叩，eit．，｝）淑）3．n・te2。
（5）正常なる拒絶理山あれば可能な今とする論
　批准は正常の理由あれば法律上その拒絶は自由なるも．それ
がなき場合は拒絶し得ないとなすものであるが、その正當なる
理由とは學者によつて一致せず。例へばノ・イド（H》T（le）は
　i）杢権が権限鍮越をなし、若くは受理せる訓令に從はぎ6
しとき、
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　ii）商議者の身膿に暴力、張制が行はれたるとき、
　i恥條約實施の物質的、精紳的不能が批准前に生じたるとき
　iv）條約にとう絶封的重要なる目的につき一　若しそれが知
られてゐプ～ならば、條約を締結せぎわし如き事實の存在　　商
議者問に相互的過誤あうしとき、
　め條約署名當時の事情の礎化あわしとき、
　v圭）締約國の公法に反する規定が條約中に存したるとき、
　v恥商議者の充分なる信用の歓如せるとき、
　V童h）條約締結に關典する行政府以外の國内機關が之を示認せ
ざりしとき、
を以て批准を拒否し得る正當なる理由として基示してゐる（恥。
　甥、上の池に、
　め條約署名後政府の礎更が生じたるとき、
　掛條約を締結せる行政府以外のものの委任が必要なる場合
若し輿論が條約に反封なるとき、
條約批准の義務は消滅すると述べてゐるものも菱）る（2）。
　（1）Frangulig：・P，cit，P・56．
　（鋤Wiic・x：・P、cit。『PP・103－104，P・104mteL
　以上の内、め杢権が椛限鍮越をなしたるとき及び明示的訓令
に違疑しプ～る場合は學者の等しく暴げる場合であるが、秘密訓
令については議論が存する。その他の場合は二三を除き殆ど條
約の無致乃至屡棄の原因として墨げられてゐるもので、批准の
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拒絶に特別のものではない。之に關する筆者の見解は次の通り
である。
　條約締約國は署名によつて批准完成に努力すべき義務を負ふ
てゐる、從て各國が積極的に批准を拒絶することは署名濟未批
准條約の否認である、これは條約の無数原因となるべき理由を
提示するに非ぎれば拒絶し得ぎるものである。然し批准行爲に
は當該國に自由決定の除地が残されてゐるし、叉批准の完成を
妨害することを積極的に禁止し制裁する國際法上の原則なく、
從て各國に若し批准を欲せざるときは消極的に批准せざること
を得るのであつて、これによつて條約は實施されるに至らぎる
ものと解する。實質的には、積極的拒否も消極的拒否と共に批
准の拒絶なるに鍵◎ないが、前者は署名濟條約の否認（この場
合は批准の不成就）、後者は批准の未成就の持績によつて行はれ
るところに差異が存するのである。而して署名濟未批准條約の
否認は直ちにその消滅を來プ～し、批准未成就は之を來たさない。
或は前掲の全権委任歌中に國家元首が批准すべき旨の約定をな
しブ～る如き文字の存するものがあるが、これは約束ではなく。
一つの禮儀的慣行である否、之を以て拒否し得ずとなす理由と
はならない（i）。　前述の批准の拒絶を自由なうとする論も、叉
その反嵩論も、その初期はいづれも．批准の絶封的必要論に立脚
し之を構成する代理理論とその反封論の封立に關聯しプ～もので
あつたが、その後、批准に封する観念の憂化に懸じ、Genetの
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如きが、新しき見地よめ道徳的義務論を主張するに到つたその
推移は充分注目すべきであり、而して從來の議論と明確に匠別
して然るべきものであると考へる。
　（1）一八一九年二二月二十二日のフ・リダ條約（スペインが米國に封しフ・リダ・
　　を割譲したる條約）ク）締結に際し、スペイン代表OIlisが米國國務卿Admn
　　に提出したる杢椹委任肌にはスペイン元首が「代表か商議署名したるものが如
　何なるものたるを問はず、承認、批准、履行すべきことを約する」旨の記載があ
　　った。そこで米國は、スペインは國王が完全なる條約締結椹を有する故、これ
　　にてもよきが、米國は然らず、とて米國が批准の義務なきことを主張した。こ
　れは、杢椹委任朕の文言よりスペイン國王に批准の義務があるとなした例であ
　　るが、1現在では全然問題となってゐない。　（Moore，s　Digest：voL　v。pp。188－
　190．）
（二）批准の遅延
　　　　　批准遅延の實状一…遅延せる批准　　批准遅延の原因
　條約の批准がなされない場合の内でも、批准が明示的に拒否
せられ疫例はSatowも指摘する如く、十指に満たざる程である
が、その反封に、批准の遅延は驚くべき程で、批准の獣示的拒
絶の常套手段ともなつてゐる位である。
　批准遅延の實状　　批准の遅延が米大陸特に南米の諸國に著
しきことは學者の一致して指摘してゐるところであう、事實、
屡圭開催される國際會議で探揮、署名せられる無藪の條約も殆ど
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批准せられざる状態を呈することも珍しくない。然しヨー・ッ
パでもその歌態は決してよくなく、一九〇七年のへ一グ會議で
探澤されブ～十四の條約も殆ど署名國によつて實施されてゐな
い。又一九〇九年の・ンドン宣言は世界大戦の時には一國も之
を批准してゐなかつブ～。一九二二年のフシントン會議の結果探
樺された戦時に於ける潜水艦及び有毒瓦斯の使用に關する條約
も、一九三〇年一月一ロに到るも未だ一國も之を批准してゐな
い。一九二四年の聯盟総會で探揮された國際紛雫の卒和的庭理
に關する、所謂ジーネーヴ議定書も同様の運命である。
　ヴェノレサイユ條約の批准失敗によつて、この方面の代表的國
家となつた米國は、その「抑制と均衡の制度」の活動によつて
次の如き成績を示してゐる。即ち、一七八九年より一九三一年
までに上院の承認のため上院に提出された條約中二百二十八條
約が一九三二年十月現在に於て批准されてゐない。この内、五
十七條約（25％）が上院によつて修正せられ、四十五條約（20％）
が受諾せられ、十二條約（5％）が拒絶せられ、十七條約（7％）が
大統領によつて撤同せられ、九十一條約（39％）が握り潰された。
この内多藪國間條約は三十條約（13％）あるといふ（1）。
　（1）　、Vilc（》x：OP。cit，，P，107。
　遅延せる批准　　批准が遅延してゐて執條約中に批准の期
限が存せぎる限う、その遅延が黙示的批准拒絶とは断定し得な
い。帥ち、十年以上も経過して批准が行はれる例が存するから
94 條約の批准
である。例へば一九〇四年キューバと米國間のノ胴ンズ島條約
（TheIsleofPilles　Treaty）は一九二五年にはじめて批准せられ、
一九〇七年の國際紛孚雫和的庭理に關するヘーグ條約は、パラ
グァィによウー九三三年に批准せられたのである。この遅延せ
る批准は時には明示的拒絶よウ始末が悪いのであつて、批准の
期限が存せぎる限り、間題は解決されない。而して、最近の多
藪國問條約の登達によ鉱形式上、膿面上の署名が行はれるよ
うになつて、この傾向は盆圭著しくなつて來たのである。
　批准遅延の原因　何故に批准の遅延が生ずるか、その理由を
ウィノレコックス（WilCOX）は次の如く墨示してゐる。
　1）立法府の關與　　これは特に米國に於て著しき現象であ
るが（1）、その他の諸國でも議會制度の登達につれて、近年では
杢く同様の状態を示してゐる。立法府と行政府との意見の衝突
などは批准を遅延せしめる最も大きなる原因の一つである。
　豆）議會に於ける審議時日の不足　　國内事項に多端の場合
は封外事項は兎角後廻しとされ易く、現に世界経濟建直しの揚
合はヨー・ッパの議會では殆ど封外事項をゆつくり審議する暇
ヵ鋭なかつプ～とい！素ことである。
　皿）國際條約の激塘（2）
　lV）條約内容の鍵化　　國際協調主義の登達によう、從來殆
ど政治的内容に限られてゐた條約内容は著しく礎化を來たし、
技術的、行政的その他、國民生活に相當大きな影響を典へるも
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のが績出し、從て、その準備のため行政府の一存にて速急に實
施し得ざることになつたことも、原因の一つに数へ得られる。
　V）國内法規の改正を包含すること　　條約中に明示的に國
内法規の改正手績を了すべきことを條件としてゐる場合は勿論
のこと、斯かる明示的規定なきときも、國内法規の改正を必要
とする場合が激増してゐる。從て．斯の如き措置は立法府の同
意なくしては行はれ得ぎるものであつて、遅延を來たすに至る
ことも當然である。
　、圧）監覗的待機主義　　特に経濟問題に關する多籔國問條約
などでは、自ら率先して批准する國少く、いづれも隣國の出様
を待つといふ政策が探られ易い。
　WI）拙劣なる條約案文　　條約案文が拙劣に起草されたるた
め條約署名後、條約文の解樺が旺々となつブ～6、或は修正希望
が出たウして批准が遅延することが厘、ある。』又外國語の諜文
にて適當なる澤語なきため困難な問題が起ることもある。
　以上の池、大戦後の國家の歎の塘加、英國の自治領の猫立的
條約締結等の理由も墨げられてゐる嘩）。昨今の國際機關の肇
達によむ、國際機關が各國の批准の遅延理由を確め、その封策
を講じ．一・方では批准を促進し、他方では批准の絶望なるもの
に封し再審議の機會を作る等の措置を講じてゐる。國際聯盟．
國際勢働機關等によつて爲されてゐるところである峰）。
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（1）米國政府が如何に上院の慧度に苦慮するかは、一八九七年に米國の全権に
與へたとい．よ・訓令中に如實に示されてゐる。「合衆國に於ては條約か批准され得
　る前に上院の意響を探知せねばならず、從て遅延を免れざるやも知れない故、
合衆國政府は批准書交換が特定の期間内に行はるべしとなすより、寧ろ出來得
る限ll速かにとなすべきことを欲する」（Mol）re’s　Digest＝voL　v．p．193Wil－
e・K二（〕P，cit．，1）。／11）
（2）Wilc・x：・P。cit．フPP．！13－114。
（3）　　～Vilc（Dx：oP．cit．，PP．l　l5－117．
（窪）　國際聯盟では聯盟主唱の下に締結されたる條約の批准朕況に關し、毎年総
倉前に事務総長から、締約園各國政府に勤し照會を襲してゐる。これに關して
　は　VViicox：op，cit．ヲp．117－118滲レ∫蝦。
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　　　　　第七　批准と國内法的制約
　　　　　　　　　　　違憲的批准の致力
　　違憲的批准（若くは加入）の敷カー違憲的批准の有敷性一…有敷説一一
　　　　　　　　一無敷説 一折衷説
　條約は現在に於ては二三の猫裁國を除いては殆どすべて行政
府を通じて締結せられる。杢樺代表の任命、指揮をはじめ、批
准交換に至るまで立法府の直接關典する機會はなく、叉あつて
も例外的な場合に過ぎない。そこで條約締結樺に封する國内的
規律、主として、而して殆どすべて當該國憲法による制約から
幾多の重要なる間題が起つて來るのである。そしてこれは時に
は國内の立法府封行政府の國内政治間題が絡つて純紳なる國際
法的観察を妨げることにすらなるのである。從て國際法理論の
領域に於ても、君主主義思想、民主主義思想、さては猫裁主義
、愚想の反映し易き問題の一・つであめ、それ故に、純國際法的見
地ようの考察が一履要求せらる㌧ものであるとも云ひ得るので
ある。
（一）蓮憲的批准若くは加入の敷力
　條約が締結せられて、國際法上有数に批准手績を了したる後、
締約國が果して當該批准が國内法特に憲法に違反したうとの理
由にて條約の無数を主張し得るであらうか。今之を歴史的に實
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例を拾つて見ると次の如きものがある。
　1）一八三一年米國・フランス問條約　これはフランスより
米國に封して約二千五百萬フランを支挑ふ旨の約定であう、米
國とフランス（國王）との問に批准が交換せられたのであつプ～
が、フランス議會は要求額の支出に同意せず、實施不能となつ
たが、後協議の結果議會が賛成することになり、事件そのもの
は落着しブ～。理論的には未解決のま」となつたのであつブ～（1）。
　豆）一八三五年一月二十日のチリ・ペノレー間條約　ペノレーは
木薙限なき當局者が批准したりとの理由で一八三六年五月十五日
の同國國内法令により取消、無致なる旨を宣言した（2）。
　皿）一八七一年十一月六日ErasmUs南亜共和國大統領は前
任者がその権限を鍮越して翠狗に署名したる和協協定に某いて
典へられたる仲裁到決を無致なりと宣言しブ改3）。
　IV）エクアドノレ國の萬國工業所有椛條約加入　これは條約加
入に關する例であるが、本問題につき非常に注目すべき實例で
ある。即ちエクアドノレは一八八三年十二月二十一日付フランス
外務大臣宛通牒により、一八八三年三月二十日の萬國工業所有
樺條約に凋する同國の加入を通告した。右通牒はエクアドルの
行政府最高首鵬者が、その憲法規定によつて制限されたる擁限
を鍮越したることを思はしむる如き何等の留保も含んでゐなか
つた。然るに右措置は憲法規定に從ひ條約に射する協賛権を有
する國會に條約を提出することなしに行はれたものであつて、
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條約が國會に提出されたとき國會はその承認を拒絶した。そこ
でエクアドノレ國外務大臣は一八八五年十二月二十六日の通牒に
よ鉱スヰス國政府に封し、エクアドノレ國政府は一八八三年三
月二十日の條約を廃棄する旨を通告した。工業所有権聯合事務
局は同條約第十八條に從ひ、エクアドノレは一八八六年十二月二
十六日まで條約締約國プ～ることを持績するものであると公表し
ブ～。これは違憲的加入が一時でも國家を拘束したることを示す
ものである（4）。
　V）一九二〇年八月十四日に締結署名されたオーストリア・
ノレーマニア國間麺商協定は前任者の催限瞼越の理由で（ノレーマ
ニア政府により正式に承認されずとて）一九二一年ノレーマニア
國によつてその致力を否認せられた（5）。
　W）ノソクセンプノレグの聯盟加入　一九二〇年ノレクセンブノング
が國際聯盟に加入するに際し、ノレクセンブノレグ代表の聯盟宛書
翰によう、以前同國が要求したるある留保を取消したが、後右の
措置は同國の議會の同意なしになされたるものであり、從て憲
法上無致なウと主張した。同問題が確定的に解決されなかつた
問も、ノレクセンブノレクは事實上聯盟國の地位を持績した（6）。
　盟）ギリシアの蜀聯盟協定　一一九二四年九月二十九日ギリシ
ア代表ポリチスは國際聯盟理事會との問に同國財政援助に關す
る議定書（署名の日よ鉦致力登生すべき旨を規定せり）を締結
したが、ギリシア議會は一九二五年その承認を拒否しブ～（7）。
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聯盟理事會は右議定書の撤同を承認しブ～が、右協定が國内法規
定と一致して締結されなければならのとの原則の援用を許さな
かつた（8）。
　（1）　、Vilcox：OP。cit。，P。42．
　（2）　Aral1（ユ批ラ　Coleccion　de　los　trata（los，IV・33，cited　by　Bas（levant：oP・
　cit．71），581．
　（3）　De　Lal）radelle　et　Politis，Reclleil　des　arbitrages　intenlationaux，II，
　695，cite（1by］B翫sdevant：oP。cit。，P．582。
　（4）　B乱sdevallt：OI）．cit。フP。582・
　（5）　　Bas（1evallt：loc．cit。；］～lcNairヲs　Note：oP。cit。，P．12・
　（6）Wilc・x：・P．cit．，P．43．＆11・tes2，3．
　（7）　League　of　Nations　Publications：0伍cial　Jouma1，1925少AI）ril，pI）．
　478481，
　（8）Wilcox：oP。cit．，P。43，
（二）違憲的批准の有敷性
　全権代表の提示する全権委任歌が完杢なウと認められ、或は
政府の正當なる委任あることが確められたウとするも、本元の
當該條約締結権を行使するものに封して國内法上の特に憲法上
の制限が課せられてゐる場合は、違憲的批准の間題が惹起する
虞れなきにしもあらず、相手國がそれを理由として條約の無敷
を主張する場合は、果して之を容認しなければならないであら
うか。例へば當該國憲法に國家の財政的負憺を生ずる如き條約
には必ず議會の承認、所謂不正確なる意義に於ける憲法上の「批
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准」と稔せらる」ものを要する旨の規定がある場合、當該國政
府が斯の如き條約の批准を通告し、叉は批准の交換を行ひ、國
際法上條約に数力を典ふるに必要なる一切の手績を了したると
き相手國はその批准が當該國憲法に從てなされたるものなうや
否やを確むる義務があるか、更には該憲法規定の存在を認知す
べき義務があるものであるか否か。この揚合第一に想起される
のは、米國憲法第二條第二項の「大統領ノ・上院議員出席者三分
ノニノ同意ヲ要スノレ上院ノ鋤告ニヨリ及ゼソノ同意ヲ得テ條約
ヲ締結スノレ樺限ヲ有ス」との條文であつて、斯の一九一九年の
ヴェノレサィユ條約の締結に際し、時の大統領ウイノレスンが自ら
出席して商議締結しブ～る同條約の批准を完成するに失敗して國
際聯盟規約をして崎形兄として出生せしめるの鯨儀なきに到う
たることは鯨ゐにも有名なるところである。斯の如き條約締結
権に制限を課したる憲法規定が存する場合は、相手國は事實に
於て若し米國が該憲法規定に合致せざる方法にて締結し批准し
プ～る時は該條約が有致なウと主張し得るであらうか。或は反封
に米國が自國議會の承認を得られなかつたことを理由に、その
無敷を主張し得るであらうか。
　1）無敷説　斯の如き違憲的批准は無数であみ、從て條約は
當然無敷であるとなす説であつて、從來有力なる説の一つであ
る。この説を支持するノ・イド（Hyde）は次の如く述べてゐる。
「狗立國は最も廣汎なる條約締結権を有するものとされてゐる。
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然し乍ら、その憲法は或は或る若干の目的の爲めの條約の締結
を制限し、或は或る種の約定を締結し得る方法を規定すること
によりて、各種の方法を以て條約締結権の行使を制限統制して
ゐるのである。從て憲法違反條約は無歎と認められねばならな
い。故に國家の根本法を成す法規が課する制限の性質及びその
範園は該國と約定を締結せんとする一切の外國に關係する事項
となるのである」と（1）。叉ホィートン（WheatOI！）は「當該國の墓
礎法中に表示せられ、叉はその憲法上の権限者の権限よゐ暗示
せられる條約締結権に蛸する制限の結果、附随的立法が必要な
る場合は、一例へば領土割譲の禁止等　　該條約は國内憲法
の必要とする形式にて國家の同意が典へらる」までは、その義
務は不完全なるものと考へらるべきである」と述べてゐる（2）。
　この無致論は一時次の有敷説に魅倒されてゐたが、近時民主
主義的傾向の理論が有勢となるや、特に米國などで勢力を盛ウ
かへして來た（31）。
　同じく斯の如き批准を無致なりとする黙に於てこのカプゴリ
ーに含まれるものではあるが、最近特に注目すべき読は國際法
國内法の一元論に立脚するケノレぜンの説であつて、その立論の
特異性に於てこれら從來の説と當然匿別せらるべきものであ
る。略言すればケノレぜンは斯の如き國内法上の規定は國際法上
の條約締結手績の成立要素であるから國内法の必要とする手績
が完了しなければ、條約は有数に成立しないといふのである。
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この説は國際法の國内法の轄形を必要とする斯謂轄形學説に封
する論駁として癸表されたものであるが、新しき條約理論とし
て見逃し難きものである（引。
　（夏、Hyde：Il／temati・lm口」aW，V・1．ii，§494．
　（2）Dalla’SWheat〔）n，§錨eitedinFiむZ著uauriee：・／）。eit．，P．131）．
　（3）　ハヴァナ條約（C岨venti・1／01／Treaties）の第一條は「條約は各國内法に
　　從ひ、橿限ある國家機關叉はその代表に実って」締結せらるべきものとなし、
　　叉その第六條は批准か當該國家の立法手績と同檬の様式を以て行はるべさ旨を
　　規定してゐる。叉最近の個別的條約には「憲法の手績に從ひゴ批准せらるべき旨
　　を規定したものが多い、
　（窪）　拙稿「國際法の國内的敷力に關する論箸にっいて一一 所謂穂形學説に到す
　　ろケルゼンの純紳法學的批判を中心として一」（「早稻田法學」第十六巻所載
　　論文）参照。ケルゼンは次の如ぐ孟張する。帥ち、「條約の内容を再生する國内
　　法規範を制定する行爲は・…同一規範を定立する統一的手績の連績である。藍
　　し図内法規範の定立は・…國際法上有救なるべき國家意、思形成手績の根本的構
　　成要件を成すも¢）である・」と。ケルゼンは又アンヂ・ツチ等の主張する如き國
　　家元首のみ條約締結椹乃至批准椹を有するとの論を非實在的原則なηとなして
　　ゐる0
　2）有敷説　前記の無穀説に封し、國際法と國内法はその法
域を異にするから、國内法上の無致必ずしも國際法上の無穀と
はならない、故に自國憲法規定に從つて批准せらるべき旨を具
膿的に（例へば議會の承認、國内立法の麺過等）明示的に條約中
に規定したる場合を除き、その批准が國内法に違反してゐても．
國際法は該條約は有数に該國家を拘束するといふのであつて、
國際法國内法の關係の二元的構成理論を採るものの殆どすべて
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が探る論であう、從來の最も有力なる通詮である。即ちアンヂ
・ッチ（ヱ、nzi／otti）は國際法によれば國家の最高行政府首脳者は
國家の意思を表示する権限を有してゐる。この行政府首腸者の
表示は國際法の見地よめ観て重要なる唯一のものである。それ
が憲法規定に從て形成されざる意思を表示したか否かは問題外
であつて、その條約批准行爲は該國家に封し當該約定を遵守す
べき義務を生ずるに充分であると述べてゐる《1）。ビットナー
（Bittl！er）も一般的には條約に何人が如何に批准すべきかを留
保してゐないから、批准は當然國家元首によつて典へらるべき
ものであり、國内法違反の問題は國際法の領域では起らないと
て、アンヂ・ッチの説を支持してゐる（2）。
　（1）　一A．且1zil（レtti：　Co匙lrs　de　Droit　IlltematiollaL　l929，！）p。362－3（57
　（2）　Bittller：Die　L＆hrc　v（m　dell　v61kerrechtliehell　VertrをLgsurkunde11；
　WilCox：（）P．cit。，1♪．44。
　3）折衷読　以上の有数説と無致説との中問を往く折衷説と
もいふべきものが最近マックネヤー致授（MeN芝もir）によつて主
張せられてゐる。帥ち同敏授は「當該國の憲法の規定が、當該
國の機關の承認を以てのみ條約が締結せられ得る旨を定めてゐ
ることが、國際的に熟知の事實なる場合は、事實上該規定に一
致して締結せられざるときは、他の國家はその條約によつて該
國を拘束することを得ない」と述べてゐる。そこで國際的に熟
知の揚合、例へば米國の如く憲法規定が著名であり、又外國に
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も判う易きものと、熟知せられざる場合、例へば英國の如く、
不明瞭ではないにせよ、不文法的で外國國家が之を確めるに困
難なる竜のとに旺別し、前者に封しては關係國が該規定を知つ
てゐるものとなし．後者については之を知らないものとなすの
である（1）。
　この明瞭なる憲法規定を有する國とそれを有せぎる國とに旺
別する論は理論上弱黙のあることは否定出來ず、フィッモリス
（FitZmauriee）の論交の如き有力なる反封論も出てゐる。即ち、
反封論は次の如く述べてゐる。このマックネヤー致授の論は理
論上に飲黙が存するのみならず、事實上でも多くの國家をかく
二分することは非常に困難である。決して成文法、不文法のみ
では涯別出來るものではなく、成交規定でも、解繹上その他、
不文的の場合より困難なるものがある。假に常設國際司法裁判
所などに提訴したとしても、當該憲法規定が果して一般に熟知
せられ得べきものなウや否や断定を下すことは困難であ飢殆
ど不可能の事であらう女露）。叉熟知してゐると假定しても、あ
る國家が外國の法律又は憲法に關する情報を公式に要求し、而
して之を受理したのでなければ國際法上公式には、斯の如き情
報を有せぎるものと認められねばならない。これで竜當該國行
政府よウ得るのであつて、立法府よう直接情報を入手すること
は出來ない。そこでFitzmaUl’iceは國際法の見地よう、國家は
行政府によつてのみ代表せられるものであることを張調したる
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後論理的實際的に正當なる理論として次の如く提示する。
　　1）國家は他の國家の法律叉は憲法には全く關係なく、一
　般的假設として、之に關する知識を有するものとなすことを
　得ない。
　　m國際法上の批准を了し、叉は他の方法によつて正當に
　國際約定の拘東を受くるに至めたうと思惟せらる＼國家は、
　又國内憲法上必要なる一切の要請に從ひたるものと推定され
　なければなら綴し、』叉他國は斯く推定するの権利がある。
　　皿：）後に於て事實上憲法規定に從はなかつたと決つても、
　該國家は國際法上拘束せらるるものと認めらるべく、その違
　反を以て國際法上の義務を免る＼ものなりと主張することは
　許されない。行政府の権限瞼越は國内法上の間題である。封
外的には出來得る限め速かに條約を膿棄すべきであつて、初
　めようその無妓を主張することは出來ない。條約批准後、議
　會の同意なきため實施不能となつた場合も同様である。
　　1V）但し條約中に明示的條件ある場合、帥ち國内法上の手
　績の完了を條件としたる場合はこの限うでない。
といメ、のである（3）Q
　（1）　McN抗irヲs　Note：op。cit．，p、5ff、
　（2）Fitzmaurice：oP。cit．，PP」31－132・
　（3）　Fitzlnaurice：oP。cit　p。136・
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　以上の三説を槍討するとき、三説とも一長一短あうて、いづ
れが正當なるやは、之を決定すること困難である。筆者の見解
では、國際法上國家を代表し、國家意思の表示を行ひ得るのは
行政府であ鉱斯の如き機關を有せぎる國家は國際法上有数に
條約を締結することが出來ない。若し行政府の正式意思表示に
信用が置けないとしプ～ならば、相手の國家は何を以て交渉の相
手となし得るであらうか。假令立法府が條約締結権限を有する
としても國際法上立法府が國家を代表して直接外國と商議締結
することがあるであらうか。ある學者は既にボリヴィアの憲法
第八十九條及びヴェネズエラの憲法第七十八條第五項で批准を
行ふ権限と、批准書を交換する権限とを匿別してゐることを以
て、違憲的批准の無致論を主張する理由としてゐるが、この画
別は既に批准制度のところでも説明した通ウで、批准の通告
（廣義の）は國内法上の批准とは全く別箇に考へられねばならの
ものであつて、寧ろその輝別は、批准通告といふ國家意思表示
の重要性を増すとも減ずるものではないのである。ケノレぜンの
無致説は論理上は正確であつても、實際上の慣行に一致してゐ
ない。現在各國が國内規定に從て所謂轄形行爲の完了するまで
國際的権利義務を登生しないものとなしてゐるであらうか。秘
密條約、その他公表せずして、妓力を登生してゐる條約は決し
てないとはいへない。憲法の規定する措置を以て國際法上の條
約成立の構成要素となしたことは、假令國際法と國内法の關係
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の一元的構成理論を探つたとしても行き過ぎであつて、これは
條約の實施に關する手績の問題で、條約の成立に關する間題で
あるとは考へられない。現在の各國の慣行よウ考察するときは
前記Fitzmaurieeの論を加味せる有数説を最も適當と考へる
が、それは張ち二元論からのみ推論せずとも、國家意思の國際
的表示を絶封的なめとする國家責任の見地からも到達し得るの
ではなからうかと考へる。
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第八無批准條約
　批准が條約成立の絶封的要件でないこと、然し乍ら、如何な
る條約が批准を要し、如何なる條約が之を要せぎるかは國際法
上の原則存せぎることは前述の通ウである。現在條約に批准を
附すべきか附せぎるべきやの間題は主として各國に於ける條約
締結権の憲法上の制限に關聯して居鉱各國の慣行によつて旺
々別々である。各國が如何なる國内的慣行に從ふにせよ、それが
國際法上の意義を有し得ざることは云ふ迄もないが、現在諸國
が如何なる約定につき批准を附せぎる慣行にあるかを、主なる
もののみ一括概観して見る。
米國の政務上協定
　米國はその特異の憲法規定のため、行政府に封して立法府の
關典の最も大なる國であ鉱批准間題と上院の承認とが混同す
る如き観念すら生ずる始末である。斯の如き米國ですら、國交
慮理のプ～め、叉複雅獲化極今なき事態に庭するためには行政府
に相等廣汎なる條約締結権を認めぎるを得ないのである。即ち、
米國では大統領の陸海軍最高司令官、政府首班、國家の封外的
代表者たる権限よウ生ずる政務上協定（executive　agreements）
なる國際約定の締結権が認められて、此等の約定については上
院の同意を要せざるものときれてゐる。
　1）例へば一八一七年英米問（英國公使と米國國務長官問）の
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Great：Lakes上の爾國海軍力制限協定（交換公文による書、後上
院の承認あめしも、正式批准なし）、休戦期間の同意等、軍統
帥権に基くもの、條約商議の豫備的措置の決定など外交権限に
基くものなどあ鉱それらの内からは、一八九八年のスペィン
米國間議定書（これによ鉱スペインはキューバの主権を拠棄
し、ポノレトリコその他の島喚を’米國に割譲す）など重要なる約
定が生じた。叉一九〇一年北京にて署名の義和團事件に關する
議定書が批准がなかつたが、これは直時受諾といふ政治的考慮
ようなされたので、米國では、例外的のものとされてゐる。
　豆）叉大統領は自己の政策の決定に關する約定を締結し得る
とされてゐる。例へば、一九〇七年の移民に關する日米紳士協
定、一九〇八年の高李・ノレート協定、一九一七年の石井・ラン
シング協定、一八八九一一九〇〇年の支那の門戸開放に關す
る通牒等がそれである。米國では國内的には大統領の自己の政
策決定につき、上院の協力を要せぎる揚合と読明されてゐるが、
政府の獲更は條約の数力に關係なき故、國際法上の見地ようす
れば、この権限は相當重要覗されてよい。
　皿）條約中に行政府に当する條約締結権の付與を規定する場
合、例へば一八九九年、一九〇七年の國際紛孚卒和的慮理に關す
るヘーグ條約の規定によ鉱大統領は、國際紛孚の仲裁裁到所
提訴の措置を執る権限を有する。一九〇三年ノレーズヴェノレト大
統領がメキシコとのPioUs　FUIld事件をへ一グに提訴しブ～る
第八　無　　批　　准　　條　　約 111
はこの権限に基いたのであるが、この仲裁裁到提訴に關する仲
裁和協條項（eomprOmis）の締結権に關しては米國でも議論が存
するの。
　（1）Wilcox：・P。cit・，1）．228，note・
　Wl）暫定的解決のため必要なる場合　所謂modUs　vivendiの
締結の場合である。一九〇五年の交換公文によ鉱ノレーズヴェ
ノγト大統領はサン・ドミンゴの關税管理の措置を執つた。米
國、サン。ドミンゴ間正式條約を米國上院が承認し、正式批准
が行はれるまで、約二年近く、この約定で庭理されてゐた。そ
の他大西洋岸漁業権間題につき同様の方法が奥執られた。
　V）法律に某き條約が締結される場合　例へば一七九二年の
法律に基き郵政省長官が郵便及び郵便振替に關する條約の締結
擁を付典され（一九三一年までにこの種の條約が二百八十締結
され、その内五條約のみ上院の同意のプ～めに提出さる。此等の
内に萬國郵便聯合條約の如き重要なる條約も含まる）、又著作権
し一八九一年三月三日著作権法）商標等に關しても同様主務官靡
長官にその権限が典へられてゐる。叉この種に属するもので最
も重要なのは経濟關係について大統領に典へられる権限で、一
七九四年の輪出禁止法〔Embargo　Aet）、一八〇九一一一八一〇
年の國交噺絶に關する法律（NOl・一htereourso　Ae七）をはじめ、最
近の漣貨封策その他に見出される。
　米國以外の國家にも、斯の如きexeCutive臨greemelltsの慣行
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が存し、ラトヴオア憲法第六十八條の如く、明文を以て「純然た
る技術的、行政的、政府問條約は批准を要せず」と規定してゐ
る國もある。その他のものとしては、ドィツの11icht　solemlle
Vert滅geが存する。これは、米國のexecUtiVe　agreemel！Sが内
容的なる匠別なるに反し、杢く形式上の匿別である。即ち、ド
イツでは正式批准を要する條約をso！eml！e　Vertr£Lgeと稻する
に封し、之を必要とせぎるものを11icht　soleml！e　Ver楓gcと稻
するのである（1）。又ドイツに於ける外務大臣の緊急條約締結
権は経濟情勢の鎚化に渕癒するため付與されたものであつて、
経濟上緊急の必要ある揚合、二國問條約の暫定的適用を命ずる
権限に關する法律に某くものであるが、一九三三年、一九三四年
中にドィツが締結した條約の大孚がこの種の條約であつプ～（2）。
　（1）（2）　拙稿「錫裁國ドイツに於ける條約締結権」（早稻田大學法學部倉誌」第六
　　號）参照
　以上の他或は口頭の宣言、國際會議の決議、國際委員會の決
定等も墨げられるが、舷に特に附加する必要はないと思惟し、
之を省略する。
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第九　批准制度と國際機關
　世界大戦後、國際機關の登達に從ひ、批准制度にもある程度
の影響が典へられた。國際機關濁特の機能に基く批准制度の新
たなる形態は一癒之を概観して置きたいと思ぷ（1）。國際機關
の制度そのものは現在の汎米聯合（Pan－Amerieal！Unlon）を以
て最初とするが、同聯合は汎米會議で探繹される條約の批准に
關しある程度の關係は存するけれども、聯盟に比し遙かに重要
性少きを以て玄玄には省略することとする。
（玉）國際聯盟と批准問題
　國際聯盟が批准制度に關係し出したのは常設國際司法裁判所
規程に關する議定書及び一九二一年の・ヂノレセ・一ナ會議（交通
通過の自由に關する會議）採樺の條約以來で、この爾條約の批
准書、加入書の寄託．脱退の通告を聯盟事務総長が取扱ひ、此
等文書を聯盟事務局が保管することになつたのである。國家以
外の國際機關にして斯かる外交事項に關典したものには、前述
の汎米聯合が既に存するが、世界的の機構としては國際聯盟が
最初であつた。國際聯盟の主唱の下に締結された條約が實施さ
れることは聯盟事業の途行上不可分の關係にあつたので、批准
促進の問題が起るのは當然であ弧共塵には種々なる國際機關
狗特の制度が生じた。聯盟では一九二六年の第七同聯盟総會の
頃聯盟條約の批准促進が考究せられ、聯盟理事會に移付されて
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後、聯盟理事會任命の委員會などで專門的に研究されプ～。又阿
片取引諮問委員會その他の専門委員會が、各自關係の聯盟條約
の批准促進に努力した。其等の結果、（イ）聯盟総會が、會議の
機能を登揮して、當該聯盟條約の締約國會議が簡輩に開催され
る方便となつブ～。（・）批准書寄託の期限などに考究が加へられ
た。（ノ・）批准の現歌が聯盟事務局を通じて蜥えず報告せられる
のみならず、各國の國内に於ける批准手績の進行歌況が、之に
關する聯盟事務総長の照會に封する各國政府の同答によつて明
かとされプ～。（二）此等各締約國の密接なる連絡によ鉱條約の
よウ大なる適用範園を確保するため、條約の修正を考究する會
議の開催が容易となつブ～。（ホ）叉一定の實施期問の後、締約國
が條約再槍討のため會議を開催する如き方法が容易となつプ～。
國際機關の機能の利用は、それが理想的に行はれたのが一時的
であつたにせよ、特に技術的方面の條約批准の促進等に相當の
数果があることが認められた。
　（1）　、VilcOx：OP。citヲPP。125ff，
（2）　國際螢働機關と批准問題
　國際勢働総會で探揮される所謂國際勢働條約は前述の如く、
その特異の會議組織の爲、締結手績等につき、全・く類例なき形
態を生じたのであつて、批准制度に關する限り、寧ろ聯盟條約
ようも、新たなる多くの事例を提供してゐる。
　1）留保附批准
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　一九二一年にインド政府が、勢働に雇傭する兄童の最低
年齢に關する條約に封し、その年齢に留保を附することが
出來たらば批准する旨の意向を傳へて來たとき、この問題
が起つプ～。一般普通．には留保附批准が認められる筈である
が、前述の如く、勢働條約には眞の意味の批准が存せず、
その特異性よウ．留保附批准を全般的に認容し得ないこと
になつたのである。即ち、條約案を探揮する會議そのもの
が、政府、雇傭者、勢働者の代表を以て組織されて居鉱會
議が終了すると、共後意、思の交換を行ぷことが出來なくな
るのである。批准は各國数府によつて行はれるが、それに
附せられたる留保に封する承認、不承認は會議が決定すべ
きもので、政府の承認のみでは充分でないといふのである。
勿論、條約の形式に關する條項等、他の條約とも共通のも
のに封する留保については政府によつて承認し得られるか
ら、斯の如き留保は之を附してもよいが、會議自膿の承認
を要する如き條項に封する留保は許されないのである。ヴ
ェルサイユ條約第四百五條は既に留保附批准の制度を排除
し「締盟國一般二適用スヘキ・・…條約案ヲ立案スノレ場合二
於テノ・勢働総會ノ・氣候ノ歌態、産業組織ノ不充分ナノレ登達
其ノ他特殊ノ事情二因リ産業状態著シキ差異アノレ國二關シ
相當樹酌ヲ加フヘク、且斯ノ如キ國ノ事情二適鷹セシムノレ
爲必要ト認ムノレモノアノレトキノ・右・…條約案二加フヘキ攣
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　　更ヲ提示スヘシ」と規定し、例外條項が必要の場合は會議
　　に於て條約自膿に挿入してしまつて事後の留保を許さない
　　こととしたのである。この制度は後大いに利用され、勢働
　　時問制限條約などで、日本その他の諸國は例外條項に擦つ
　　プ～のであるが、一方勢働團膿方面では、この特殊取扱條項
　　が勢働間題改善の順調なる進展を阻害すると論じてゐる。
　豆）條件附批准
　　　勢働條約に於て批准と稻するものは、その實、加入と同
　　様であつて各國は署名なしに批准するのであるから、署名
　　後の批准と同様にすらすらとは運び得ない。そこで各種の
　　條件が附せられて來たが、一九一九年にこの條件附批准の
　　合法性が認められ、條件成就後批准が有数とな鉱その時
　　正式に寄託されるといふことになつブ～。この條件附批准の
　　制度は、例へばフランスが當時勢働機關に滲加してゐない
　　米國の批准を條件とするなど、一・時濫用されたので問題と
　　なつたが、結局、批准促進のため巳むを得ずといふことに
　　なつブ～。
　以上の他、勢働総會に於ける條約案の審議方法、關係國會議
の招集等、勢働條約の批准促進のため種々の方法が講ぜられて
ゐる。
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　以上を以て大膿條約の批准に封する各種の角度よウする槍討
を終つブ～のであるが、その槍討によつて得たる結論は如何なる
ものであつたかを、次に要約して見よう。
　批准は既に古を意義を失つてゐる　批准制度そのものの重要
性が假令現在に於て認められるにせよ、古き意義のま曳では、
換言すれば國家元首叉はその他條約締結椹を有するものが、そ
の代表によつて締結されたる條約の誤ウなきやを確めるために
必要であるといふ意味に於ては、批准は既にその存在意義を失
つてゐる。それは正に本稿の序言にも引用したコ・一ヴィン敏
授の言の通ウであつて、恐らくこれに反封する理由はないであ
らう。
　批准制度の現状　斯の如く從來の存在意義を失つた現在、批
准制度が前世紀の遺物として厄介覗されてゐることは事實であ
る。各國が批准制度の残されたる無意義なる牛面を政策的に利
用してゐることは技術的な、人類福祉のため有盆なる國際條約
が生命を與へられないで恰も闇から闇へ葬ウ去られる如き實例
の内によく示現されてゐる。「個別的批准の方法は不・器用であ
鉱叉手訟るくして、無頓着、不公卒に拍車をかける、各國が
會議にて條約を批准し得る方法が案出されの限疹、有盆なるこ
とが認識されても、永久に数力を生ぜぎる如き國際協定の準備
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のため多くの勢力と費用を費すことは全く無駄なことである」
と歎ずる者に（1）封して彼が飴りに理想的であるとて冷笑を浴
せることは決して出來ない。
　（1）　Tollhllin：　“The　IBarcelona　Conferellce　oll　Commul！ications　and
　Tr＆nsit　m1（i　the　Dan疋lbe　Statute”，B』Y。1．工，．1922－3，p，178。
　現状を改善する方法然らばこの現状を如何にして改善すべ
きであるか、二三の學者の意見を紹介して見る。WilCOXは國際
勢働條約に關するヴェノレサィユ條約第四百五條の規定の如く、
一定期間中に、すべての署名國政府が批准し若くは法律制定の
権限ある國内機關へ提出すべき旨の一條項を各條約中に挿入す
ることを提案してゐる（1）。又悦kerは「各調印國の批准は一
定期間内に他の調印國に通告せぎるときは批准することを欲せ
ぎるものと推定さるべし」との條項を多藪國問條約に挿入すべ
しと提案する（2）。
　（1）　、Vilcox：op。cit．ラpp。313，ff．
　（2）　Baker：　“The　　Codification　of　Internatiollal　I」瓢vP”，　B，　Y・1，
　L．，1924－25，P。63。
　一切は批准観念の混翻に生ず　然し此等の提案は批准そのも
のの本質、その機能を明確に把握しない内は無意義である。現
在の批准観念が全く混飢してゐるところに、批准制度の弊害と
も稻すべきものの原因が伏在してゐるのである。
　第一は批准の本質の不明確なウしことである。批准が附款的
性質を有するに拘らず、古き條約理論を基礎として、批准を以
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て條約の成立要素なりとし、今爾批准なき條約を以て例外視す
ることである。この附款的性質を明確に認識することによつ
て、條約の署名はその本來の地位を同復しブ～。これは批准を
要する條約に於ても一貫して持績せしめることが出來た。そし
て、批准の本質の究明によつて、初めて批准の現代的意義が鮮
明にされ得るのである。
　簗二は批准の國際法的慧義の不明確　なめしことである。國
内法、特に憲法上の意義が必要以上にその領域を撰大した結果
である。國際法上の批准手績の一段階たる憲法上の批准はその
本來の地位に復蹄しなければならの。國際法上の観念としては
批准は條約を實施すべき旨の締約國の意思表示にして、且その
相互麺告（交換、寄託、通告）によつて完成せらる』行爲にし
て、極言せば條約を實施すべき旨の締約國間の意思の合致とも
云ひ得る。この國際法上の意義の鮮明によつて、現在民主主義
國に於ける猫自的解樺に歪められてゐる批准の観念は當然その
否なることを曝露されるのである。この黙に關しては寧ろ復古
主義を提唱したい。即ち、條約の締結は行政的職能に属すべき
ものであると断定しぬ老ンテスキュー、・ックの言を想起したい
（1）。　現在は「牽制及び均衡主義」よウ約三十ケ國の憲法は行政
府の締結する一切の條約の立法府による承認が必要なる旨を規
定してゐる。この結果、立法府と行政府との政治的關係が國際
法の領域にまで重大なる影響を及ぼし、批准観念の焦黙が狂ふ
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結果をも生じたのである。立憲主議を讃美する現代文明國がそ
の國家を代表する行政府に一・刻の油断もならないといつプ～よう
な不信用を戚ずるに至つては、國際法の領域に於ては立憲主義
と專制主義國と何れが能力者的政府を有し、何れが無能力者的
政府を有するか判断し得ざるに至るであらう。三権分立の租た
るモンテスキューの前掲の言はこの際特に張調せられてよいで
あらう。
　（1）　］～licho11，Les　Trait6s　devallt　ie臼Challlbres，1）．476，cite（l　in　、Vilcox＝
　OP。cit．7P，312，
　批准制度の有する現代的意義　現在に於て批准制度が如何な
る存在意義を有するかといふに、次の二つのことが考へ得られ
る○
　第一には、批准制度は條約を實施する國内的手績の完成に必
要なる豫猶を典へ得る。行政府と立法府との關係に於て複雑な
る國家にとうては、又それらの國家を相手國とする國家として
は批准は重要である6
　策二には、それは條約に形式的嚴粛性を典へるに役立つ。
　第三には、國際政治上の理由により、敷力の即時登生を欲せ
ぎる場合に役立つ。外交政策の複難性に鑑み、國際約定締結の
方式として、種々の型膿を自由に選樺し得ることは得策であら
う。パシュカーニスの主張する理由も舷に存する（1）。例へば、
如何に緊急を要すと錐も、相手國の國内政情よう、批准なくし
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ては到底實施の見込なきことが察せられる場合は、寧ろ批准を
附して萬全を期するを適當とすべく、又、批准なくして約定を
締結せんとするも、相手國が署名なきを利して、正式署名を拒
否する虜れある揚合は．批准を附して署名を行ひ、批准拒否の
場合その不常を責めてもよいのである（2）。又逆に、批准を附
して後に面倒なることが起うそうな場合は、批准を附さずに署
名のみにて即時に致力を登生せしめ、拒否の豫猶を與へ諏よう
：實施を急ぐを得策とすることもあらう。斯の如く、條約締結の
方式は、軍に形式」土の問題でなく、外交技術上の問題と見ても
よいのである。
　以上の他、筆者の抱懐する批准の本質に關する考へは批准理
論にも若干の修正を要求した。その各主は既に本論に述べた故
舷に再言はしない。此等批准理論に關し、本稿に於て尚ほ不備
なる黙については他日の修正を期しプ～い思つてゐる。稿を終る
に際し、恩師中村進午博士、拉に本稿中、我國に於ける全椹委
任歌に關する慣行につき助言を賜りし松田道一博士に感謝の意
を表する。（一九三八、三、二一　於代々木寓居）
　（1）　イエー・べ一・パシユカーニス著、山之内一郎諦「ソヴエート國際法理論」
　　（日召不ll一ナ▲二二jr）　P．361
　（2）　前掲日ソ改訂漁業條約締結交渉の際の如きその好例で、ソ聯邦は署名前の
　拒否は自由なりとの條約理論をこ」に悪用したのである。
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(Signature) Georgo R. I. 
GTeorge, by the Grace of God, of G]'Gat Britain, Iro]ancl anrl the 
British Dominions beyond the SGas, King, Defender of the Faith, 
EmPeror of India, . . . . 
'l'o all and smgLilar to whome these PIGsGnts shall conro Glooting I 
Whereas for the better troating of and arranging cGrtain matters whioh 
are now in discussion, or whiGh may come into d_ iscussion, between Us 
and ' ' .We havo judged it expediont to hrvest a fit per,son . . . . . ,concer nmg. . . . . 
with Full Power to conduct the said discussion on Our rart in respect 
of Great Britain and North lroland ; Know Ye thGrefore, that We, 
reposino' especial 'TrLlst and Confidonce in the Wisdom, Loyalty, Dili~genco 
and Circumspeotion of Ou]'...... have named, made, constitute and appoint 
him Our undoubted Commissionor, Procurator' and P]eniPotentiary, in 
respect of Great Britain and North lreland ; Giving to him all manner 
of Power ancl Authority to treat, adjust, and conclude with such Ministor 
or l{inistGrs as may be vestGd with simi]ar Powor and Authority on the 
part of ~the other contracting State) any 'l'reaty, Convontion, or Agroement 
that may tend to tho attainment of the above-mentioned encl, and to sign 
for IJS ancl in Our ~~i~ame in respoct of. . ....Gverything ,so agreed upon 
and concludod, and to do and transact all such other matters as may 
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appertain thereto, in as ample nlanner and form , and with equal force 
and eflicacy, as We O ursGlves could clo, if personally present : Engaging 
and Promising, upon Our Royal Word, that whatever things shall be so 
contractecl and conGluded by Ollr said Commissioner... . . .in espect of. . .. . . 
shall, s',rbject if necessary to Our Ratification, bo agreed to, aoknowledged 
ancl acGopted by Us in the fullest manner, and that We will never 
suffer, either in-the whole or in part, any person whatsoever to infringe 
the same, or at contrary thereto, as Ifar as it lies in Our powor. 
In witness whereof, We have caused Our Groat Seal to be affixed 
to these Presents, which We have si~gned with Our Royal lland_ 
in the Year of Given at Our Court of St. Jamos, th .....,day of. . ...., 
Our Lorcl onG thousand nine htmdred and......and in the year of Otlr 
Reign. . . . 
( 1~ ) ~~Crf~~~~FF~~~~~J;~~~t~)~~f~f~1~gAI~s I frl~~:jCf:i~(O'=*"~(;~f･,~ ~)~33:1~~~;~E~~-' 
Wheroas for the better treating of and arranging certain mattel;s which 
are now in discussion, or whiGh may comG into discussion, between the 
Government of tho United Kingdom of Great Britain and Northern 
lreland and the Government of ' ....it is expedient that a . . . . . ,concernmg. . 
fit person should bo invested with FLlll Power to conduGt the said discus-
sion on the part of the Government of the United Kingdom of. . . . . . ; I, 
. . . . . . , His Majesty's Principal Secretary of State for Foreign Affairs, do 
hereby certify that. . .. . .is by these Presents named, constituted and appoin-
tGd as Plonipotcntiary and Ropresentat~LVo having Full Power and 
Authority to agree and conclude, with such Plenip6tentiary or Repre-
sentative as may be vested with simi]ar Power and Authority on the 
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part of the Government of. . . . . . , any Convention or Agreement that may 
tGnd to the attainment of the above-mentioned end, and to sign fcr the 
Government of tho IJnitecl Kingdom......everything so agreed uPon and 
ccnlchld~d. Further I do hereby certify that whatever things shall be 
so transacted and concluded by the said PleniPotentiary and RePresenta-
tive, shall, subject if necessary to ratiflcation by the Government of the 
, be agreed to, acknowleclged alld acceptecl by the said Governmont 
of the United Kingdom of. . ....in the fullest manner-
In witness Tvhereof I have signed these Presents, and afiixed hereto 
nry seal. 
Signed and^ sealed at the Foreign Ofiice, London, the......day of. . .... , 
in the Year of our Lol:d 19...... 
(Seal) (Signature of Secretary of State) 
~~ ~1 (Satow : op. cit., p. 81) 
llerbert Hoover 
President of the United States of America, 
To all to whom these presents shall come, Greeting : 
Know Ye, That reposing special trust and confidence in the integ"rity, 
counselor for the Department of Stato, prudence and ability of Nrr-. . . . . ., 
I have invested him with full and all manner of Po~ver and authority, fcr 
and in the name of the United States to meet and confer ~vith any Per-
son or p- ersons duly authorized by the Govern]ent of. . .. . . , eing in est d 
with like l]ower and authority, and with him or them to negotiate, 
the sanle to be conclude and sign a convention on the subject of. . .... , 
transmitted to tho President of the United States for his ratification 
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SLrbject to the advice and consent thc'reto of the Senate of the United 
State,~_ . 
In testimony ~vhereof, I have caused the seal of the United States to 
be h_erounto afHxed. 
Done at the City of Washinegton this fourteenth day of Fobruary 
in tho year of our Lord one thousand nine hundred and...... , and 
of the Independence of the United States of America the one 
hundred and... 
(Signed) Horvert Hoover ~Seal.) 
(Signed)X, Seoretary of State. By the President 
7 5 :･j~ 
Gaston Doume]'gue, Pr6sident de la R6publique Fran~aise, 
A 'ToLls Ceux qui ces presentes lettres verront, Salut ; 
Une Conf(') rence Internationale s'6tant r6unis ~......en vue de conclure 
une Convention sur...... , Nous avons oharg6 M....... , d'6tudier toutes 
les ciuestions qui font l'objet de cette r6union internationale et, par les 
pr6sentes, Ies nomn]ons et constituons Nos Pl6nipotentiaires ~ l'effet de 
ne'gocier, conclure et signor avec le ou les Pl6nipotentiaires 6galement 
munis de pleins Polrvoirs cle la part cles PuissanGes contractantes, tels 
Arrangement, Convent,ion, D6c]aration ou Actes quelques qui seront jug6 
n6cessaires pour atteinder lo r6sultat cl6sir6. Prornettant d'accomplir et 
d'ex6*~uter tout ce que Nosc_lits Pl6nipotentiaires auront stipul6 et sign6 aLl 
nom de la R6publique Fran9aise, sans jamais y contrevenir, ni permettor 
qu'il y soit contrevenu clirectement OLI indireGtement pour (1uelclue pr6texte 
et de cluek_1uo mani~re que ce soit, sous la r6sorve de Nos Lettres de 
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Ratification que Nous ferons d6liver en bonne et due forme pour ~tre 
6chang6es dans le d6lai que sera convenu. En foi de quoi, Nous avons 
fait apposer a ces pr6sentes le sceau de la R6publique_ 
Fait ~ Rambouillet le .... , 19 ... ~ o 
(Sign6 d) Gaston Doumergue. 
Par le Pr6sident de la R6publique 
Le Ministre des Affaires Etrang~res 
(Sign6 d) . . . . 
( - ) tit'l~~:I~ ~l~ ~~ -~~~I 
(~ ) ~EE~~!=__~{~~~~~~~~: 
George by the Grace of God, of Great Britain, . . .... , 
To all and singular.... 
Whereas a Treaty between Us and. . .. _ .for. . .. . .was concluded and signed 
in the year of Our Lord one thousand nine at......on the......day of...... , 
duly and by the Plenipotentiaries of Us and of . . . . . . , hundred and...... , 
respoctively authorised for that purpose, which 'l'reaty is word for ~vord 
as follows : 
(Text of Treaty.) 
We, having seen and considerod the Treaty afbresaid, have approved, 
accepted and confirmed the same in all and every one of its ArtiGles and 
Ccauses, as We do by these Presents approve, acGept, confirm and ratify 
them, in respect of Our United Kingdom of Great Britain and l~~othern 
lreland...... , for Ourselves, Our Heir,s and SuCGes,sors ; engaging and 
promisillg upon Our Royal Word that We will sincerely and faithfully 
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perf'orm and observe all and singular the thing"s ~vhich are containc~d and 
exprcsso(1 in thG Troaty afbrGSaid, and that We Will never suflbr the 
samo to be violated by any onc', or tran,~grGssGcl in '.~ny manner, as f'.:~r 
as it lios in OLlr Po~ve>r. FoJ' the grcater testimony and validit~.･ of all 
wbich Wo have cause(1 Our Great Seal to be a~ixed to these Presents, 
which Tve have signed ~vith Our Royal Hand. 
CJ*iven at Our Court of St. James, . . . 
(SOal) (Signed) Gcorge R. I,, 
( ~2 ) ~7~CrfL~-'･~}~7ft･~: 
Whereas an Agrooment concorning...... , ~vero signod at......on the 
.day of. . , by representatives of . .. . . , one thollsand nille hundred and . .. . . 
tho Government of the United Kingdom......~vhich Agreemelrt......is 
Worcl for ~vord as follo~vs : 
(Text) 
The> Government of the LTnitod Kingdom of. . .... , having considered 
the AgrGGment afol;o,said, hereby confirm and ratify tho same, and under-
tako f'aithfully to Pc'rform and carry out a,ll the stipulations therein 
contained. 
In witness whoreof this instrunlent of ratification is signecl and sealed 
by His Britannic ~/lajosty's Principal Secretary of State fcr Foreign 
Aff~airs-
Done at Londo]l,-"-
(Seal) (Signat ure) 
7 5 :･A 
, I)r6sident de la R6Publicluo Franqaise, 
128 {l~<~~ ~,･J ~ #Jb 7{~ 
A tous ceux qui les pr6sentes Lettres vGrront, Sahrt : 
Un accord ayant 6t6 si~gn6 ~......le......19...... pour...... , A.ccord clont 
la tGneur suit : 
('1'exts.) 
Ayant VLI Gt oxamin6 Io dit Accord, Nous l'avons 'approuv6 e't approuvons 
en vertu des dispositions de la Loi vot6G par IG S6nat, ot par la Chanrbre 
des D6put6s, D6clarons qu'il est aGCept6, ratifi6 ot confirm6, et Promettons 
qu'il sera inviolablement observ6. 
En foi dG quoi Nous avons donll6 IGS pr6sontos, rovCtuGS du Sceau de 
la R6pLrblique. 
A Paris, Io. ..... , 19. 
(Soal) (Signod ) . 
Par lo Pr6sident de la R6publiquo. 
IJe Ministre dcs Aflaires Etr'anegbrcs, 
(Signed). . . . . . 
~ ~i 
, President of the United States of America, 
'l'o All to whom these Present shall come, Greeting ; 
Know Yo, 'l'hat wherGas a 'l'reaty for......was concludod and signocl 
at.. . . . . , 193 ...., by the respective Plenipotentiaries of tho . on. . . . 
president of the United States of Anlerica ; . . .... ; a truo copy of which 
'l'reaty is word fbr Word as fc]lows : 
(Tcxt of"Treaty) 
And Whereas tho Son'ato of the United Statos of Amorica by thoir 
resolution of. . .. . . , 193.... . .(two-thirds of the Senators prosont concurrillgf 
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therein), did advice and consent to the ratification of the said Treaty, 
subject to the. following unclerstandings : 
(Understanding ) 
Now, therefore, be it k:nown that, I, . . .... , President of the United 
~tatGs of America, having seen and considered the said 'Treaty, do hereby, 
in pursuance of the aforesaicl advice and consent of the Senate, ratify and 
confirm the same and every article and clause thereof, subject to the 
understandings set forth in the resohrtions of the Senate herein above 
citecl . 
In Testimony ~vhereof, I have caused the seal of the United Statos of 
America to be hereunto afiixed. 
Done at the city of Washington... 
~Seal) (Signed). . . . . . 
By t,he President. 
(Signed~. . . . . . 
Secretary of State. 
~ ~~i~a~~~!$_~:E~ (~:) #t~ :E~~~'~:,C'~ 
The undorsignod havh]gr met together for the purposo of exchanging 
the ratification of. . ....be.tween His Majesty tlle King of Great Britain, 
......allcl......signGd at......on the......day of......and the respective ratifi-
cations of the saicl......having boen carefully compared ancl found to be 
exactly comfcrmable to each other, the said exchange too]c place this day 
in tho usual form. 
In witnGss whoreof they have signod the present certificato, and have 
a~ixod thereto their sGals. 
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　1）Qneat＿＿，the．＿．dayo£＿，．
（四）　ハー・ヴァード條約案
　本稿序文にも述べたる如く、Harvardの調査の結果試案として作成せ
られたる條約案は米國學者の協力に成るものであり・米國學者の通説とも
見られる故・参考のため・批准に關する條項を詳出した・
　　　　　　　　　　　第六條批　　　　准
　（イ）本條約二於テ使用セラルル條約ノ批准トハ條約ノ規定ヲ國家ガ正式
二確認且承認スル行爲ナリ
　（・）條約ハ當該國ノ批准ヲ行フベキ國家機關ヲ指定スルコトヲ得、斯ノ
如キ規定ナキトキハ批准ハ當該國ノ樺限アル如何ナル機關ニヨツテモ行ハ
ル・コトヲ得ベシ
　　　　　　　　　第七條　批准ノ必要ナルトキ
　國家ニヨツテ爲サルル條約ノ批准ハ次ノ場合二於テハ當該國ヲ拘束スル
如キ奴力獲生ノ先行條件ナリ
　（イ）條約ガソノ旨ヲ規定スルトキ
　（・）條約ガ當該國ニヨル批准ヲ規定シ且斯ノ如キ批准前ノ致力襲生ヲ規
定セザルトキ
　（ハ）當該條約ヲ商議且署名シタル當該國代表ノ全樺委任歌中二批准ガ條
件トセラレタルトキ
　（二）條約ノ形式又ハ性質若クハ當時ノ事情ガ批准ノ必要ヲ省略スル意向
ヲ表示セザルトキ
　　　　　　　　　第八條　批准スベキ義務ナシ
　國家ノタメニ爲サルル條約ノ署名ハ當該國二封シ該條約ヲ批准スベキ義
務ヲ生ズルコトナシ
　　　　　第九條條約ノ敷力喪生前二於ケル署名國ノ義務
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　條約自艦二別段ノ規定ナキトキハ、條約ヲ署名シタル國家ハ、當該國二
關スル該條約ノ敷力稜生前二於テハ、規定セラレタル義務ヲ履行スルノ義
務ナシ、然レドモ若干ノ事情ノ下二於テハ・當該國ハ該條約ノ敷力襲生前
ハ、署名後ノ相當期闇内、締約國ガ規定セラレタル義務ノ履行ヲ行フコ1・
ヲ不可能若クハ困難ナラシムル行爲ヲ爲サザルコトハ良姓ナル信用上必要
トセラルルトコロナリ⊂、
　　　　　　　　　　第十條敷力震生ノ日
　條約自膿二別段ノ規定ナキトキハ、
　（イ）批准二附セラレザル條約ハ署名ト共二敷力ヲ嚢生スベシ。
　（臓）批准ノ交換叉ハ寄託二關スル條項ヲ含ム條約ハー切ノ署名國ガ斯ノ
如キ批准ノ交換叉ハ寄託ヲ行ヒタルトキ敷力ヲ嚢生スベシ。
　（ハ）批准二附セラル・モ批准ノ交換叉ハ寄託二關スル條項ヲ含マザル條
約ハー・切ノ署名國ニヨリテ批准セラレクルトキ及ビ各署名國ガ他ノ凡テノ
署名國二封シソノ批准ヲ通告シタルトキ奴力ヲ嚢生スベシ。
　本條ノ規定ハ本條約第十七條ノ規定（登録規定）ニヨリ制限セラルベシ。
　　　　　　　　　　第十一條　敷力ノ不遡及
　條約自騰二別段ノ規定ナキトキハ、署名ノ時以後二於テ敷力ヲ稜生スル
條約ハ署名ノ時ヨリ敷力ヲ有シタルモノト考ヘラル・コトナカルベシ。
